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12 流砂系における持続可能な土砂管理技術の開発 

 

研究期間：平成28年度～令和3年度   

プログラムリーダー：水工研究グループ長 箱石 憲昭 

研究担当グループ：水工研究グループ（水理チーム）、水環境研究グループ（水質チーム、自然共生 C） 

寒地水圏研究グループ（水環境保全チーム） 

 

 

1.  研究の必要性 

流砂系における総合土砂管理の必要性が明確に打ち出されたのは、平成 10 年 7 月の河川審議会・総合土砂管

理小委員会の報告に遡る。その後、総合土砂管理の必要性は広く認知され、平成20年 7月に閣議決定された国土

形成計画（全国計画）において、その必要性が謳われた。また、新たな国土形成計画(全国計画)(平成27年 8月

14日閣議決定)では、前計画よりも踏み込んだ記述で、その必要性が以下の通り謳われている。 

・土砂の流れに起因する安全上、利用上の問題の解決と、土砂によって形成される自然環境や景観の保全を図る

ため、山地から海岸までの一貫した総合的な土砂管理を行う。（目的） 

・各種のダムにおいてはダム貯水池への土砂流入の抑制や土砂を適正に流下させる取組を関係機関と連携して推

進する。（ダム） 

・適切な土砂管理を行うための土砂移動に関するデータの収集及び分析や有効な土砂管理を実現する技術の検討

及び評価を行う。（調査・研究） 

一方、総合的な土砂管理の取組を推進するにあたり、土砂移動に関するデータの収集・分析に資する技術の開

発や有効な土砂管理の実現に資する技術の開発は、未だ発展途上の段階にある。 

 

2.  目標とする研究開発成果 

本研究開発プログラムでは、土砂移動に関するデータの収集・分析や有効な土砂管理の実現に資する技術の開

発により、総合的な土砂管理の取組の推進を図ることとし、以下の達成目標を設定した。 

(1)  土砂動態のモニタリング技術の開発 

(2)  土砂動態変化に伴う水域・陸域環境影響予測・評価技術、並びに、それらを踏まえた土砂管理技術の開発 

(3)  自然エネルギーを活用した土砂管理技術の開発 

 

3.  研究の成果・取組 

「2. 目標とする研究開発成果」に示した達成目標に関して、平成30年度に実施した研究の成果・取組につい

て要約すると以下のとおりである。 

 

(1)  土砂動態のモニタリング技術の開発 

流砂系の総合的な土砂管理において、山地で生産される土砂の量・質（粒径）を評価・モニタリングすること

はもっとも重要な課題の一つである。また、流域から海域への流出土砂量についても、とくに大規模な土砂生産・

洪水イベント時やその後の流出土砂量を継続的かつ定量的に把握した事例は国内ではほとんど見あたらず、観測

データの蓄積は十分とはいえない。達成目標（1）は、流砂系の土砂動態評価・モニタリング手法の一つとして、

粒径別土砂生産量の空間分布評価手法を構築することを目的としている。流域スケールの土砂生産・流出特性を

把握するうえで最も基本となる流域から海域への浮遊土砂流出量を評価するために、隣接する沙流川水系および

鵡川水系を対象に2011年より濁度計観測を行っている。2016年（平成28年）8月豪雨による大規模な土砂生産・

出水が発生したが、流域末端の水文観測点における濁度計観測により、大規模出水時の貴重な濁度の連続データ

を取得できた。平成30年度は、大規模出水時の浮遊土砂流出量を評価するために、取得した濁度データの精査・

異常値分析を行い、欠測期間については近傍の濁度観測値を用いてデータを補完した。出水時に採取した河川水
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の SS濃度と濁度計の観測値との関係式から、濁度をSS濃度に換算し、SS濃度の連続データを構築した。 

2016年 8月豪雨による大規模出水時の浮遊土砂（SS）流出量は、沙流川および鵡川でそれぞれ2,480,000 tお

よび1,510,000 tと推定された。流域面積が同程度の隣接した流域においてSS流出量に約1,000,000 tの違い

が生じた。2012年～2017年の年間SS流出量（冬期間を除く4～11月）は、2016年が他の年に比べて突出して大

きく、沙流川で7.1～21.5倍、鵡川で3.1～13.4倍であった。2016年 8月豪雨時の最大SS濃度は沙流川で17,000 

mg/l、鵡川で9,000 mg/lと極めて高濃度であった。SS濃度の経年変化について、平水時・小規模出水時におい

て顕著にみられ、沙流川における 2017 年の SS 濃度は 2015 年以前よりも明らかに高かったが、鵡川ではその傾

向は認められなかった。これらの結果は、台風10号により沙流川上流域に限定して降った豪雨と、それに伴う大

規模な土砂生産が、その洪水期間だけでなく、その後の土砂流出にも継続的に影響していることを示している。

このように、流域スケールの浮遊土砂流出特性を定量的に評価する手法として濁度計観測の有効性が示された。

さらに観測を継続することで、大規模な土砂生産・流出時も含めた長期的かつ時間分解能の高いデータの蓄積が

期待される。 

 

 (2)  土砂動態変化に伴う水域・陸域環境影響予測・評価技術、並びに、それらを踏まえた土砂管理技術の開

発 

達成目標(2)は、三つの実施内容で構成されている。 

一つ目は、各種土砂供給方法での流量－土砂供給量等の関係を明確にし、土砂供給による下流河川の物理環境

変化（地形変化、河床表層材料の変化等）を予測する技術を開発することを目的とするものである。平成30年度

は、計画洪水での流入土砂量を可能な限り下流に供給することを目標に土砂バイパスのみと土砂バイパスに吸引

工法(洪水ピーク前まで運用、洪水後期まで運用)を組み合わせる計３ケースについて供給総量と下流河床の変動

の関係を比較検討した。吸引工法(洪水後期まで運用）との組合せが目標と同等の供給が可能となり、吸引工法

(洪水ピーク前まで運用)との組合せが目標と同等の河床変動量となった。このことから土砂バイパスのみで目標

に達しない場合は技術の組合せで供給量や河床変動量を目標に近づけることが可能となることを示した。さらに、

土砂供給に伴う河床粒度変化を容易に把握するため、UAVと AIを活用した河床粒度推定手法を検討した。現地粒

度分布調査の代表粒径を良好に再現可能であったことから河床の物理環境データとして動植物への環境評価への

活用や河床変動予測計算の初期データや計算結果との比較に活用できることが期待される。 

二つ目は、土砂供給に伴うダム下流の水域および陸域のレスポンスの解明を目的とするものである。平成30年

度は、土砂供給の影響を受ける河床環境に関する変数として石礫の露出高（砂面から石礫の頂部までの高さ）に

着目し、潜水目視による高コストな観測が必要な露出高を、汎用性の高い粒径加積曲線から簡易的に推定するモ

デルを開発した。さらに、モデルの予測値と観測値を比較し、ピークが概ね一致する等、モデルの精度が確認で

きた。また、大規模な土砂供給が行われたダム下流を調査した結果、土砂供給後の陸域の標高が供給前と比べて

大きく上昇し、植物の在不在に関する選好性に影響を及ぼすと考えられる比高および河床表層の砂・砂利の被度

の増大が確認された。 

三つ目は、土砂供給に伴う河川水質の応答特性を把握するとともに、評価対象項目に関する毒性情報の収集や

生物試験の実施により、生態リスク評価を目的とするものである。平成30年度は、土砂供給時の下流河川水中の

化学物質濃度および形態別存在比率の的確な把握を目的として、パッシブサンプリング手法の適用可能性を検討

した。金属類6種（Al,Mn,Fe,Ni,Zn,Pb）を対象に、底質試料を使用して実験室内で模擬的に作成した濁水に対し

Diffusive Gradient Thin Films（DGT）法を用いたパッシブサンプラーを使用し、浸漬時間中の平均的濃度を算

出した。その結果、スポット採取測定で得られた濃度との間に良好な相関が得られた。土砂供給イベント時のよ

うにグラブサンプリング手法の適用に困難が予想される場合、本手法を用いて水質データを獲得し、環境中濃度

を予測することで、より現場に即した生態リスク評価に繋がることが期待される。  

 

(3)  自然エネルギーを活用した土砂管理技術の開発 

達成目標(3)は、ダムにおける上下流の落差エネルギーを活用し無動力でダム堆積土砂を吸引し、ダム下流へ土

砂供給する「潜行吸引式排砂管」を開発することによって、適切な量と質（粒径）の土砂を制御しつつ必要とさ
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れる河道区間に土砂を供給する新たな土砂運搬システムを実用化することを目的としている。平成30年度は、 

１）塵芥等の前処理システムの開発については、自然堆砂に含まれる大規模な塵芥等、潜行吸引式排砂管によ

る吸引が困難と考えられる物体について、水中における埋設物探査技術や水中施工技術の組み合わせによる効率

的な前処理システムについて検討した。その結果、埋設物探査技術については、あらかじめ土中数mに埋設した

木材・石材の反応を確認でき、埋設物エリアや量・大きさの特定は可能と判断できた。また、吸引困難な沈木を

切削する新たなアタッチメントを開発、その機能が確認できた。 

２）潜行吸引式排砂管の吸引性能の向上方策の検討については、吸引部以外は主に国内の汎用品を用いるため

安価に製作できる最大規模の300mm管が、落差2.4 m、延長20m程度、バルブ全開等の条件で粒径0.1mm～2mm程

度の土砂について平均土砂濃度約 5%、約 50m3/h の排砂が行える能力を有することを確認した。管径 300mm のシ

ステム4系統で当初想定した小規模ダムの年堆砂量1万m3相当の堆砂を約2日間の洪水で排砂できる見通しが立

ち、国が推進するダム再生（堆砂対策による長寿命化）の方針に貢献できる可能性を確認した。 

３）現場に適した形での実用化に向けた検討では、次年度の実験の実施に向け、落差10m超の砂防堰堤を利用

した現地実験の施設設計を行った。
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DEVELOPMENT OF SUSTAINABLE SEDIMENT MANAGEMENT TECHNOLOGY IN 
SEDIMENT TRANSPORT SYSTEM 

 
Research Period ：FY2016-2021 

Program Leader ：Director of Hydraulic Engineering Research Group 

Hakoishi Noriaki 

Research Group ：Cold-Region Hydraulic and Aquatic Environment Engineering Research 

Group (Watershed Environment Engineering Team), Water Environment 

Research Group(Water Quality and Aquatic Restoration Research Center ), 

Hydraulic Engineering Research Group (River and Dam Hydraulic 

Engineering Research Team) 

 

Abstract ：Consistent comprehensive sediment management from the mountains to the coast is required 

to solve the safety and operation issues caused by the flow of sediment, and preserve the natural environment 

and landscape formed by sediment. The development of technology that contribute to the realization of the 

development and effective sediment management of technology to contribute to the collection and analysis of 

data related to sediment transport can be found in the still developing stage. For promotion of comprehensive 

sediment management, we are still in the process of developments of technology for data collection/analysis 

about sediment movement and technology for realization of efficient sediment management. (1) Development 

of technology for monitoring sediment dynamics (2) Development of technology for prediction and evaluation 

for impacts of changes in sediment dynamics on aquatic and terrestrial environments and development of the 

sediment management technology with these prediction and evaluation (3) Development of technology for 

sediment management technology using water level difference with the development of technology, we aim to 

contribute sediment dynamics monitor, survey and prediction of sediment production source, prediction and 

evaluation for impacts of changes in sediment dynamics on river environment, sustainable sediment 

management by sediment supply. 

 

Key words  : Comprehensive sediment management, Radioactive tracer, Environmental impact, 

Burrowing type sediment removal suction pipe
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12.1  土砂動態のモニタリング技術の開発 

12.1.1 粒径別土砂生産量の空間分布評価手法に関する研究 

担当チーム：寒地水圏研究グループ（水環境保全チーム） 

研究担当者：村山雅昭、谷瀬敦、水垣滋、村上泰啓 

 

【要旨】 

流域スケールの土砂生産、流出特性を把握するうえで最も基本となる流域から海域への浮遊土砂流出量を評価

するために、隣接する沙流川水系および鵡川水系を対象に 2011 年より濁度計観測を行っている。2016 年（平成

28年）8月豪雨による大規模な土砂生産、出水が発生したが、流域末端の水文観測点における濁度計観測により、

大規模出水時の貴重な濁度の連続データを取得できた。平成30年度は、大規模出水時の浮遊土砂流出量を評価す

るために、取得した濁度データの精査、異常値分析を行い、欠測期間については近傍の濁度観測値を用いてデー

タを補完した。出水時に採取した河川水のSS濃度と濁度計の観測値との関係式から、濁度をSS濃度に換算し、

SS濃度の連続データを構築した。2016年 8月豪雨による大規模出水時の浮遊土砂（SS）流出量は、沙流川および

鵡川でそれぞれ 2,480,000 t および 1,510,000 t と推定された。流域面積が同程度の隣接した流域において SS

流出量に約1,000,000 tの違いが生じた。2012年～2017年の年間SS流出量（冬期間を除く4～11月）は、2016

年が他の年に比べて突出して大きく、沙流川で7.1～21.5倍、鵡川で3.1～13.4倍であった。2016年 8月豪雨時

の最大SS濃度は沙流川で17,000 mg/l、鵡川で9,000 mg/lと極めて高濃度であった。SS濃度の経年変化につい

て、平水時、小規模出水時において顕著にみられ、沙流川における2017年のSS濃度は2015年以前よりも明らか

に高かったが、鵡川ではその傾向は認められなかった。これらの結果は、台風10号により沙流川上流域に限定し

て降った豪雨と、それに伴う大規模な土砂生産が、その洪水期間だけでなく、その後の土砂流出にも継続的に影

響していることを示している。このように、流域スケールの浮遊土砂流出特性を定量的に評価する手法として濁

度計観測の有効性が示された。さらに観測を継続することで、大規模な土砂生産、流出時も含めた長期的かつ時

間分解能の高いデータの蓄積が期待される。 

 

キーワード： SS濃度、SS流出量、2016年 8月北海道豪雨、濁度計観測 

 

 

1．はじめに 

平成10（1998）年7月に当時の建設省河川審議会総

合政策委員会総合土砂管理小委員会から建設大臣に

「流砂系の総合的な土砂管理に向けて」の答申がなさ

れ、「時間的、空間的な広がりをもった土砂移動の場」

を「流砂系」と定義し、流砂系においてそれぞれの河

川、海岸の特性を踏まえて、国土マネージメントの一

環として適切な土砂管理を行うことが目標にかかげら

れた 1)。これを実践するために、土砂移動に関するデ

ータの収集及び分析や有効な土砂管理を実現する技術

の検討及び評価を行うことが求められている。 

土砂移動に関するデータの収集及び分析に関して、

管理対象となる土砂（ダムの堆積土砂、下流の河床材

料、海岸砂、沿岸底質、濁質）の粒径に応じた土砂生

産、流出、堆積実態をさまざまな時間（出水、季節変

動、年々変動）、空間（山地源頭域、小流域、中流域、

大流域）スケールで把握すること、すなわち流域スケ

ールで土砂の量、質（粒径）の時空間分布情報を把握

することが必須となる。近年、河川上流域から海域ま

で一貫した研究事例がみられるようになったたとえば 2)。

しかし、それらもダムを上流端とした流砂系での事例

であり、土砂の生産源（山地）から堆積域（氾らん原、

沿岸、海岸）を一連のシステム（流砂系）として捉え

て検討された事例は極めて少ない。その要因として、

既往の調査手法が領域ごとに設定されているため、流

砂系一貫した土砂動態を把握するには限界があること

が挙げられる。土砂の一次生産源である山地から海岸

まで、流砂系における土砂生産源の時空間分布を粒径

別に評価する新たな調査、解析手法の開発が急務であ

るが、未だ発展途上の段階にある。 

とくに山地上流域からの土砂生産、流出については

未解明な部分が多い。山地域は、流砂系の土砂生産源、
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供給源であり、生産、供給された土砂はその粒径によ

って輸送される距離が異なる。海岸や沿岸の底質材料

となる砂、シルト、粘土といった細粒、微細土砂は、

栄養塩のキャリアとしても河川、沿岸生態系において

重要な役割を果たす。したがって、流砂系の総合的な

土砂管理において、山地で生産される土砂の量、質（粒

径）を評価、モニタリングすることはもっとも重要な

課題の一つである。 

土砂生産量は流域の土砂生産特性の代表的な指標

であり、砂防計画やダム堆砂対策を立案する際の基本

的かつ極めて重要な情報である。一般に土砂生産量は、

砂防、発電、多目的ダム等の堆砂データに基づいて評

価されるため、掃流砂や浮遊砂といった比較的粗粒な

土砂が対象になる。全国の多数の堆砂データを用いた

解析結果から、土砂生産量の主な規定要因として地質

特性の影響がよく知られているたとえば3)。しかし、流域

がさまざまな地質で構成される場合、流域内の土砂生

産量の空間的な違い（ばらつき）は把握できない。ま

た、ダムがない流域では長期的なデータの蓄積がない

場合が多く、土砂生産量の評価も困難となる。近年、

濁度計を用いた多地点での同時観測により、浮遊土砂

（微細土砂）を対象とした土砂生産量を評価した事例

も報告されているが 4)、観測期間も短く、まだ事例は

多くない。このように、流域の土砂生産量の評価は手

法により対象粒径がさまざまに異なり、長期的な土砂

生産量の空間分布の評価には多大な労力がかかる。し

たがって、流域内の土砂生産源の空間分布を評価、モ

ニタリングする新たな手法が必要となる。 

本研究課題の目的は、流砂系の土砂動態評価、モニ

タリング手法の一つとして、粒径別に土砂生産量の空

間分布を評価、モニタリングする手法を構築、提案す

ることである。まず、流域スケールにおいて粒径別の

土砂生産源を定量的に評価するために、対象とする流

域の土砂生産流出実態を把握し、土砂生産源推定手法

と流出土砂量の観測手法とを組み合わせた、新たな土

砂生産量評価手法を確立する必要がある。さらに、土

砂生産量の空間分布特性を評価する手法を開発し、汎

用性のある手法として構築、提案することを目指すこ

ととする。 

寒地土木研究所では、流域から海域への浮遊土砂流

出実態を把握するために、沙流川水系及び隣接する鵡

川水系において濁度計観測を用いた流砂水文観測を

2011年より継続して実施している。今年度は、2016年

8 月豪雨による大規模出水を含む 6 年間の濁度計観測

結果を用いて、浮遊土砂流出量の評価と浮遊土砂濃度

の経年変化を明らかにした。 

 

2.  濁度計観測による流域の浮遊土砂流出量の評価 

2.1 目的 

流砂系の総合的な土砂管理において、流域から海域

への流出土砂量は流域土砂動態の最も基本的かつ重要

な情報である。近年、頻発している豪雨や大規模地震

に伴う「大規模土砂生産現象」5) は、流域の土砂動態、

環境に長期間（数年～数十年、場合によっては100年

以上）にわたり大きな影響を及ぼす可能性があると指

摘されており 6)、流域の土砂流出特性を把握するには

長期間にわたって土砂流出量を観測する必要があるが、

大規模土砂生産現象が生じた出水、洪水やその後の流

出土砂量を直接観測した事例は必ずしも多くない 7) 。 

北海道では、2016年 8月 17日～23日に相次いで上

陸した台風 7 号、11 号、9 号や 8 月 29 日からの前線

と台風 10 号の接近による大雨により、広範囲で大規

模な水害、土砂災害がもたらされた 8)、 9)。とくに台風

10号による日高山脈周辺の地域性降雨は、日高山脈東

側斜面での土石流、土砂流出 9)のみならず、西側の鵡

川、沙流川水系でも大規模な出水を生じさせた。沙流

川では法面、斜面の崩壊や土砂流出、河道の洗掘、侵

食が多数確認されており 10)、 11)、相当量の土砂が海域

まで流出したと推察される。 

寒地土木研究所と室蘭開発建設部は、鵡川及び沙流

川流域の水、浮遊土砂、物質動態を把握するために、

2011年以降、融雪出水時及び降雨出水時に多地点にお

ける水文、水質同時観測を連携して実施しており12)、 13)、 

14)、 15)、 16)、2016 年8月豪雨時のデータも取得している。

水垣ら16) は、2016年8月台風9号に伴う出水時の水質デ

ータも含めて流量－浮遊土砂濃度推定モデル（C-Qモデ

ル）を構築し、浮遊土砂流出量の定量評価を試みた。

しかし、その後の台風10号による出水時において濁度

計による推定値との誤差が大きく、長期モニタリング

における濁度計の有効性とC-Qモデルの限界を指摘し

ている。 

一方、濁度計観測に基づく流砂水文観測にもさまざ

まな課題があり17)、そのデータの取り扱いには注意が

必要である。本研究の目的は、鵡川及び沙流川水系を

対象に、大規模土砂生産後の浮遊土砂流出状況を濁度

計観測により明らかにすることである。前報12)で十分

に検討できていなかった2016年8月豪雨時の濁度デー

タの再評価を行うとともに、その前後の浮遊土砂流出

量をモニタリング結果から示す。 
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2.2 材料と方法 

2.2.1 研究対象流域及び野外調査  

研究対象流域は、北海道中央部～南部で隣接してい

る鵡川及び沙流川流域とした（図-1）。流域面積及び

幹川流路延長はそれぞれ鵡川流域で1,270km2、135km、

沙流川流域で1,350km2、104kmであり、ともに一級河川

である。 

鵡川及び沙流川流域における 2016 年 8 月の台風来

襲時（2016年 8月 16日～31日）の降雨分布の特徴は、

大きく2時期に分けることができる。前半の累加雨量

は、台風7号で103 mm～161 mm、台風11号及び9号

で151 mm～252 mmと、広範囲で大雨となった。後半の

台風 10 号に伴う累加雨量は地点によるばらつきが大

きく、最上流域（トマム 107 mm、ウェンザル 414 mm）

では大雨となったが、中、下流域の降水量は小さかっ

た。現地調査を実施したところ、台風10号により大雨

となった上流域で表層崩壊や顕著な河道のかく乱を確

認している（写真-1）。 

2.2.2 調査、分析、解析方法  

濁度観測は、後方散乱式濁度計を用いて鵡川流域で

3地点（M01、 M02、 M03）、沙流川流域で3地点（S01、

SB、S09）、合計6地点で実施した（図-1）。用いた濁

度計の機種によって測定限界が異なり、1,000 ppm～

100,000 ppmである。本報告では、流域から海域への浮

遊土砂流出量の評価に焦点をあて、鵡川流域はM01地点、

沙流川流域はS01地点を対象とした。まず、2016年8月

豪雨による浮遊土砂流出量を可能な限り確からしく推

定するため、水垣ら16)においてSS濃度（濁度データ）

に乱れが確認されたS01地点について、異常値の処理を

検討した。その上で、2011年以降の浮遊土砂流出量の

経年変化を調べた。 

2.3 結果及び考察 

2.3.1 濁度計の異常値処理 

沙流川 S01 地点における 2016 年 8 月豪雨時の濁度

（SS 濃度）データには、台風 9 号と台風 10 号による

２つ出水の間（8/25～8/30）と台風10号出水後（9/3

～9/6）に、水位と連動しない乱れが認められた（図-

2）。この期間の流量は約150 m3/s ～ 650 m3/s、SS濃

度は約1,400 mg/l 以上で、SS流出量としても無視で

きない量となる。SS流出量を確からしく推定するため

には、この期間のデータが異常値か否かを判定し、必

要に応じて適切に補完することが望ましい。そこで、

S01（KP 2.70）の約13 km上流、SB地点の高濃度濁度

計の濁度データとの関係を調べた。 

 図-3は、図-2で示した観測期間のうち、S01の濁度計

データに乱れのない期間のみを対象に、SBの濁度デー

タとS01のSS濃度（濁度計データによる推定値）との関

係を調べたものである。S01のSS濃度は、同時刻に記録

されたSBの濁度値に対して正の相関を示すもののバラ

ツキが大きく、一方、1時間前のSBの濁度値に対しては

バラツキが小さいことがわかった。ちなみに、2時間前、

3時間前のSB濁度値との関係も調べたが、バラツキは大

きくなる一方であった。S01地点のSS濃度は、かなり高

濃度（17,000 mg/l）の範囲まで、SB地点の濁度と線形

関係が認められた。このことから、SB地点の濁度の変

動は、途中で大きく変化することなく下流のS01地点に

伝搬するものと考えられる。したがって、図-2で確認

されたS01地点のSS濃度の乱れは、S01地点の断面を通

過する河川水のSS濃度を代表しておらず、濁度計ケー

 
図-1 調査地位置図 

 

写真-1 沙流川水系パンケヌシ川の荒廃状況 

（2018/8/9撮影） 
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ス周辺の埋積等に起因する異常値であると判定した17)。 

S01地点における異常値と判定した期間のSS濃度は、

図-3から得た1時間前のSB地点の濁度データとの回帰

式（べき乗式）により補完した。その結果、図-4に示

すように、2016年8月豪雨時のSS濃度の連続データを得

ることができた。 

2.3.2 2016年 8月豪雨時の浮遊土砂流出量 

2016年 8月豪雨時の沙流川（S01）および鵡川（M01）

におけるSS流出量を濁度計観測によるSS濃度と流量

から評価した。S01におけるSS流出量は、上記で述べ

た補完後の SS 濃度の連続データを用いて算出した。

2016年 8月豪雨時のSS流出量（2016年 8月 16日～9

月17日; 表-1の a～fの期間）は、沙流川および鵡川

でそれぞれ2,480,000tおよび1,510,000tと推定され

た。流域面積が同程度の隣接した流域において SS 流

出量に約1,000,000tの違いが生じた。これは、豪雨期

前半の台風7号、11号及び9号による降雨が両流域の

広範囲に約350～400 mmがもたらされた一方、後半の

台風10号に伴う降雨は沙流川上流域に限定して約400 

mmがもたらされたことによると考えられる。豪雨期間

中のSS流出量を表-1に示した期別に評価したところ、

台風 9 号及び台風 10 号でそれぞれ約 100 万 t と推定

された（図-5）。 

 

図-2 豪雨出水時の流量、SS濃度 

網がけ部分はS01の SS濃度の異常値が疑われる期間 

 

 

図-3 S01の SS濃度（濁度計）とSB（平取）の濁度 

 

 

図-4 S01の豪雨出水時の補正済みSS濃度（濁度計） 

表-1 二風谷ダム流域平均雨量に基づく期間区分16) 

 

 

図-5 S01の 2016年 8月豪雨時の期別浮遊土砂流出量 

a～f期間の区分は表–116) による。 
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2.3.3 浮遊土砂流出量の経年変化 

鵡川（M01地点）及び沙流川（S01地点）における浮

遊土砂流出量（SS 流出量）の経年変化を調べた（図-

6、7）。直近の比較的大規模な出水が生じた2010年か

らの傾向を見るために、水垣ら 16)が構築したC-Qモデ

ルによる推定値も同時に示した。いれずも、濁度計観

測の欠測が少ない4月～11月について集計したもので

ある。観測期間中のSS流出量は、沙流川、鵡川ともに

2016 年が最も大きく、それぞれ 2,710,000 t 及び

2,020,000 tであった。これは、2012～2015年、2017

年の年SS流出量に比べて、沙流川では7.1～21.5倍、

鵡川では3.1～13.4倍大きい値であった。 

SS流出量の経年変化は、年平均流量よりもむしろ年

最大流量に影響を受けていることがうかがえる（図-5、 

6）。2010年以降のSS流出量の経年変化について、C-Q

モデル（2011～2014年のデータを用いて構築した、流

量とSS濃度の関係式）を用いたSS流出量で見てみる

と、2016年を除けば、2010年より減少傾向を示してい

る。 

沙流川では、2010年 8月に比較的大きな降雨出水が

生じ（最大流量 1,961m3/s）、それ以降 2015 年まで年

SS流出量（C-Qモデル）は指数関数的に減少している

（図-7）。この傾向は、濁度計による2012年以降のSS

流出量についても認められる。しかし、2017年の年SS

流出量は、C-QモデルによるSS流出量は対象期間中で

最小であったが、濁度計によるSS流出量は2012年、

2014年、2015年より大きく、2013年（38万 t）と同

程度であった（図-6）。これは、2016年 8月豪雨によ

       

図-6 M01  SS流出量の経年変化               図-7 S01  SS流出量の経年変化 

 

図-8 M01及びS01の SS濃度と流量との関係 
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る上流域で大規模に生産された土砂の一部が、その後

も継続して流出したことが影響したものと推察される。 

このような浮遊土砂流出量の経年変化は、出水規模

（最大流量）によって大きく影響を受けるため、大規

模土砂生産後に継続する土砂流出状況について傾向を

見いだすことは難しい。むしろ、平水時や小規模出水

時の浮遊土砂濃度を比較する必要がある。そこで、濁

度計で連続観測された SS 濃度と流量との関係につい

て、経年変化を調べた（図-8）。鵡川では 2016 年に

10,000 mg/l 程度の高い SS 濃度が見られるが、流量

100 m3/s未満ではそれ以前と同じ範囲に分布しており、

全体として年ごとに明確な違いは見られなかった。一

方、沙流川では流量に対する SS 濃度の傾きが鵡川に

比べて大きく、年による違いも明瞭であった（図-8）。

2016年のSS濃度は、流量100 m3/s未満のときにそれ

までの年に比べて高い範囲に分布し、2017年はさらに

高い範囲に分布していることが見て取れる（図-8）。

これらのことから、沙流川では2016年 8月豪雨以降、

2017 年も継続して高濃度の濁水が流出したものと考

えられる。これらの浮遊土砂が大規模土砂生産が生じ

た上流域からどの程度寄与しているかは現時点では不

明であるが、今後、トレーサを用いた土砂生産源推定

法 18)等により解明されることが期待される。 

 

3.  まとめ 

本報告では、濁度計による連続的な濁度データを用

いて、2016年8月豪雨による鵡川及び沙流川水系からの

浮遊土砂（SS）流出量を再評価した。また、2012年～

2017年のSS流出量の経年変化から、沙流川水系では

2016年8月豪雨による影響が2017年のSS濃度に反映さ

れていることが示された。2016年8月豪雨では大規模な

土砂生産は主に沙流川及び支川の最上流部に集中して

おり、土砂流出が今後も継続する可能性がある。 

沙流川や鵡川のような広大な流域では、土砂生産源

だけでなく降雨の分布も一様でないため、流域末端か

ら流出する土砂の供給源も、必ずしも一様ではない。

流砂系の総合的な土砂管理においては、流域土砂動態

の解明には観測による流出土砂量の評価はもとより、

動的に変化する土砂供給源の定量的な把握が重要とな

る。今後も出水時の合同水質調査や高濃度濁度計によ

る濁度観測を連携して継続するとともに、トレーサ手

法等を用いた土砂供給源の定量評価が必要である。 
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12.2  土砂動態変化に伴う水域・陸域環境影響予測・評価技術、並びに、それらを踏まえた

土砂管理技術の開発 

12.2.1 土砂供給に伴う河川環境影響評価およびダムからの土砂供給技術の運用手法に関す

る研究 

   

担当チーム：水工研究グループ（水理） 

水環境研究グループ（自然共生研究センター、水質） 

研究担当者：石神孝之、宮脇千晴、中西哲、竹内大輝 

      中村圭吾、宮川幸雄、小野田幸生、末吉正尚 

      小川文章、平山孝浩、鈴木裕識、村田里美 

【要旨】 

国土形成計画等において、山地から海岸までの一貫した総合的な土砂管理の推進等が謳われており、これらを

推進していくためには、土砂動態のモニタリング、環境影響評価、対策技術を統合した流砂系における持続可能

な土砂管理システムの構築が求められている。本研究は、3つの実施内容で構成されている。一つ目は、ダム等か

らの各種土砂供給手法に伴う土砂動態を予測する技術を開発するとともに、供給土砂によるダム下流河道の河床

変動等を予測・評価する技術の提案を目的とするものである。平成30年度は、計画洪水での流入土砂量を可能な

限り下流に供給することを目標に土砂バイパスのみと土砂バイパスに吸引工法(洪水ピーク前まで運用、洪水後

期まで運用)を組み合わせる計３ケースについて供給総量と下流河床の変動の関係を比較検討した。吸引工法(洪

水後期まで運用）との組合せが目標と同等の供給が可能となり、吸引工法(洪水ピーク前まで運用)との組合せが

目標と同等の河床変動量となった。このことから土砂バイパスのみで目標に達しない場合は技術の組合せで供給

量や河床変動量を目標に近づけることが可能となることを示した。さらに、土砂供給に伴う河床粒度変化を容易

に把握するため、UAVとAIを活用した河床粒度推定手法を検討した。現地粒度分調査の代表粒径を良好に再現可能

であったことから河床の物理環境データとして動植物への環境評価に活用や河床変動予測計算の初期データや計

算結果との比較に活用できることが期待される。二つ目は、土砂供給に伴うダム下流の水域および陸域のレスポ

ンスの解明を目的とするものである。平成30年度は、土砂供給の影響を受ける河床環境に関する変数として石礫

の露出高（砂面から石礫の頂部までの高さ）に着目し、潜水目視による高コストな観測が必要な露出高を、汎用

性の高い粒径加積曲線から簡易的に推定するモデルを開発した。さらに、モデルの予測値と観測値を比較し、ピ

ークが概ね一致する等、モデルの精度が確認できた。また、大規模な土砂供給が行われたダム下流を調査した結

果、土砂供給後の陸域の標高が供給前と比べて大きく上昇し、植物の在不在に関する選好性に影響を及ぼすと考

えられる比高および河床表層の砂・砂利の被度の増大が確認された。三つ目は、土砂供給に伴う河川水質の応答

特性を把握するとともに、評価対象項目に関する毒性情報の収集や生物試験の実施により、生態リスク評価を目

的とするものである。平成30年度は、土砂供給時の下流河川水中の化学物質濃度および形態別存在比率の的確な

把握を目的として、パッシブサンプリング手法の適用可能性を検討した。金属類6種（Al、Mn、Fe、Ni、Zn、Pb）

を対象に、底質試料を使用して実験室内で模擬的に作成した濁水に対しDiffusive Gradient Thin Films（DGT）

法を用いたパッシブサンプラーを使用し、浸漬時間中の平均的濃度を算出した。その結果、スポット採取測定で

得られた濃度との間に良好な相関が得られた。土砂供給イベント時のようにグラブサンプリング手法の適用に困

難が予想される場合、本手法を用いて水質データを獲得し、環境中濃度を予測することで、より現場に即した生

態リスク評価に繋がることが期待される。  

キーワード：土砂動態、河床変動、河床変動計算、露出高、河床粒径分布、比高、生態リスク評価、金属類、

形態別存在比率、パッシブサンプリング 

 
1．はじめに 

河道改修やダムの建設といった流域の開発や治山・砂

防による山地の安定によって、河川を流下する土砂の量

が減少した、いわゆるhungrywaterの状態となっている
1)。流下土砂量の減少により、河川では河床低下による横

断形状の二極化や沖積層の減少による岩盤の露出が顕在
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化し、河川内構造物への影響や瀬・淵といった河川が本

来持つリーチスケールの微地形の減少などが懸念されて

いる。また、沿岸域では供給土砂量の減少による海浜の

後退など、土砂成分の減少は河川・沿岸域で問題となっ

ている。 

一方、ダムや堰などの河川横断構造物では、流下土砂

の分断化による堆砂問題が進行している。このように流

域全体を俯瞰すると、土砂量が過剰な箇所と窮乏してい

る箇所が局在化するアンバランスな状態となっている。 

このような背景を受け、2008年に策定された国形成計

画では、「総合的な土砂管理の取組の推進（以下、総合土

砂管理）」、いわゆる流域一貫の土砂管理の必要性が謳わ

れ、その解決策として土砂動態のモニタリング、環境影

響評価、対策技術を統合した流砂系における持続可能な

土砂管理システムの構築が求められている2)。しかし、現

状としては総合土砂管理を実施するための総合的な手段

や手引きなどは策定されていない。この理由について、

山本3)は総合土砂管理の困難さについて、5つの理由を挙

げて説明している。①土砂動態に関する経験的・科学的

知見の不足と不確実性、②全体と部分の不調和、③総合

土砂管理計画に関わる計画（調整）主体の不在、④受益

と負担の調整の困難性および⑤流域計画の不在である。 

このうち、①の理由は、総合土砂管理の根幹に関わる

問題である。河川における土砂動態は主に実験室レベル

で蓄えられた知見をもとに、数値計算の技術を現地に適

用して将来を予測するものである。しかし、流入土砂量

の境界条件は不確実性を大いに伴うし、局所的な河川の

流れと土砂動態についても未解明な部分が多い。 

また、②の理由は、ダム、河川や沿岸域といった個別

の部分空間が持つ特性と利用形態が各々異なるために生

じる問題である。河川環境まで目を広げると、一般的な

土砂動態の予測の空間スケールと環境を評価するための

空間スケールが大きく異なることが挙げられる。概し

て、土砂動態の空間スケールが大きいのに対して、環境

を評価するための空間スケールは小さくなる。この空間

スケールのギャップもまた全体と部分の不調和に含めら

れる。 

また現在、ダムの堆砂対策や下流河川の環境を回復す

ることを目的とした土砂供給が各地で実施されている。

これら土砂供給による下流河川での異常な土砂の堆積

は、治水および環境面へ影響を及ぼす可能性がある。ま

た、供給される土砂に含まれる重金属などの物質が河川

に生息する生物に対する影響についても検討しなければ

ならない。 

本研究では、上記の総合土砂管理の困難性に鑑み、以

下の三つの点に着目し、研究を実施する。一つ目は、ダ

ム建設により土砂供給が激減した河川を対象とした土砂

供給による河床変動予測技術の開発である。二つ目は、

土砂供給に伴うダム下流の陸域および水域のレスポンス

の解明である。三つ目は、河川生態系へ影響を及ぼすお

それがある置土などに含まれる重金属性物質の安全性の

検討である。これらの項目について、本年度実施した研

究内容を報告する。 

 

2．土砂供給方法の違いを考慮した土砂動態の予測技術の

開発   

ダム下流河道への土砂供給を考えた場合、洪水時に近い

土砂供給が理想と考え、一方、ダムでは洪水調節を実施す

るため、流入量＝放流量にはならないため、洪水調節後の

放流量に応じた土砂供給のタイミングや供給量が、洪水時

に近い土砂供給手法を選定することが重要と考える。ダム

等からの土砂供給方法の違いを考慮した土砂動態の予測

技術の開発に関して、2016年度の一次元河床変動モデルを

用いて、本検討では、下記に示す供給土砂手法について検

討した。 

2.1 各供給土砂手法による供給土砂量の設定 

洪水時に近い土砂供給手法として、以下の3ケースにつ

いて検討した。 

①土砂バイパス（※単独） 

②土砂バイパス＋土砂吸引（※土砂吸引はピーク流入量

まで運用） 

③土砂バイパス＋土砂吸引（※土砂吸引は概ねダム無し

の供給土砂量に相当するまで運用） 

各ケースの供給土砂量を表-1に、洪水波形と各設備の放

流量を図-1に示す。 

なお、ウォッシュロードについては、放流量に応じた供

給土砂量となるため、土砂吸引による排出効率も悪いこと

が想定されることから、各土砂供給手法とも同じとした。

また、浮遊砂については、土砂バイパスによる排出効率が

掃流砂と比較して悪いため（分派堰を通過するため）、土

砂吸引により供給土砂量を増加させることとした。最後に、

掃流砂については、土砂バイパスによる排出効率が良いた

め、土砂吸引により供給土砂量を微増させることとした。

土砂バイパスの土砂供給量は、既往成果による土砂バイパ

ス運用後の土砂収支図より、貯砂ダム有りのバイパス土砂

量に、貯砂ダム上流の堆積土砂をバイパス土砂量とバイパ

ス後土砂量の分担割合でバイパス土砂量分を加味して算

定した。このほか、土木研究所の水理模型実験より、計画
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波形に対するバイパス流入土砂量と流入土砂量との関係

が検討されているが、水理模型実験では、分派堰上流に

ある貯砂ダムが有る条件で実施しているため、細粒分・

粗粒分ともにピーク流量前は、ピーク流量後と比較して

バイパスへの土砂の流入が少ない傾向が見られた。本検

討では、土砂供給手法の効果を確認することが目的である

ことから、貯砂ダムが無い状況を想定し、ピーク流量前も

ピーク流量後と同様に、バイパス流量に応じた土砂量が流

入するものと想定した。具体的には、水理模型実験で得ら

れたバイパスへの流入土砂量が、近似式：Qs=αQβで表さ

れるものとし、細粒分はピーク前後ともβ=1.2（ピーク流

量後の再現結果）、粗粒分はβ=1（ピーク流量後の再現結

果）を採用した。ただし、ピーク流量前は、洪水時の流入

土砂量を上限値とした（流入土砂量以上は供給できないも

のとした）。 

土砂吸引施設の設備能力は、土木研究所で得られている

実験等の知見を参考に表-2のとおりとした。なお、本検討

では、20基の設置を想定し、土砂吸引の運用時間は、土砂

バイパスで洪水調節を実施する時間（※全量バイパスする

時間は除く）のうち、①ピーク流入量までの21時間（ケー

ス②）、②概ね流入土砂量（浮遊砂・掃流砂）が供給可能

な時間33時間（ケース③）の2ケースを想定した。土砂吸

引の対象土砂は、表-3に示すとおりであり、粘着性が有り、

排出効率の悪いウォッシュロードを除く、主に浮遊砂（砂）

を対象とした。図-2に各ケースの供給土砂量の時間変化

（浮遊砂）を示す。 

表-1 各ケースの供給土砂量 

図-1 洪水波形と各設備の放流量  

図-2 運用別供給土砂量の時間変化（浮遊砂） 

表-3 土砂吸引の対象土砂 

土砂吸引施設 諸元 

吸引管径 500mm 

管内流速 6m/s 

吸引量（水＋土砂） 
1.18m3/s（1基当たり） 

23.56m3/s（20 基当たり） 

管内体積土砂濃度 10% 

 

表-2 吸引工法の土砂供給条件 
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2.2 各土砂供給手法による土砂動態 

 各土砂供給手法における土砂収支をウォッシュロード

は、流入土砂のうち2～3%が河道内に堆積しているが、概

ね土砂供給手法によらず、最下流まで流下し、河道内には

堆積しない傾向にある。また、各土砂供給手法の堆積土砂

量は、洪水時と比較して55～75%程度と少ない傾向にある

が、ダムで洪水調節を実施していることから、流入量に応

じた土砂供給はできないためと考える。浮遊砂は、流入土

砂のうち47～59%が河道内に堆積しており、各土砂供給手

法とも概ね流入土砂量の約半分が堆積する傾向にある。各

土砂供給手法の堆積土砂量は、洪水時と比較して、土砂バ

イパス単独では55%、土砂バイパスと組み合わせ土砂吸引

をピーク流入量まで運用するケースでは87%、土砂吸引を

ピーク流入量以降も運用するケースで131%程度と、各手法

で大きく異なり、土砂バイパスと組み合わせ土砂吸引をピ

ーク流入量まで運用するケースでは、概ね洪水時と近い結

果となった。このことから、土砂吸引の運用期間に留意し、

土砂バイパスと土砂吸引とを適切に組み合わせて実施す

ることで、洪水時に近い土砂供給が可能であると考える。

掃流砂は、流入土砂のうち99%が河道内に堆積しており、

土砂供給手法によらず、河道内に概ね全量堆積する傾向に

ある。各土砂供給手法の堆積土砂量は、洪水時と比較して

90～96%程度であり、ほぼ同様な土砂供給が行われている。

また、洪水後の河床変動量を図-3に示す。以上から土砂バ

イパスのみで目標に達しない場合は、技術の組合せで供給

量や河床変動量を目標に近づけることが可能となること

を示した。 

2.3 土砂供給時の河床粒度推定手法 

 今後、総合土砂管理計画に必要なモニタリングの省力

化・高度化技術に関し、近年研究が進められているリモー

トセンシング技術を用いた河床材料推定技術 4)、5)、6)、7)の

活用について検討した。現在は、目標とする土砂供給時の

効果については、現状、面格子法等が使われており、かな

りの労力が必要である。このため、UAVによる写真測量技

術を用いた簡便な推定手法について図-4に示す手順で検

討した。UAV写真測量結果（色彩、標高の点群データ）を

図-5に示す入力値を用いてニューラルネットワーク（CNN）

によって、現地河床材料調査（面格子法）と比較した。図

-6に定点における粒度分布の比較を示す。この結果、現地

粒度分調査の代表粒径を良好に再現可能であった。図-7に

示すとおり教師データを用いることで、容易に面的に拡張

することが可能であった。これにより、河床の物理環境デ

ータとして動植物への環境評価に活用や河床変動予測計

算の初期データや計算結果との比較に活用できることが

期待される。

図-4 解析フロー 

図-5  ニューラルネットワーク（CNN）入力特徴量 

図-6 定点における粒径分布の比較 

図-3 10日後の河床変動量 

図-7 河床材料粒径の平面分布推定値 
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3．土砂供給による河川環境のレスポンス 

3.1  河床粒径分布から石礫の露出高を簡易的に予測する

手法の開発と精度の検証 

3.1.1  はじめに 

ダム湖への土砂の堆積は利水や治水などのダムの機能

を低下させるだけでなく、流域規模の土砂輸送の連続性を

分断させ、下流の河床材料が細粒土砂の流出とともに粗粒

化する等、ダム下流環境にも影響を及ぼす8)。そのための

解決方策の一つとして、総合土砂管理計画のもと、ダム下

流へと土砂を人為的に供給する事業が全国で実施されて

いる。しかし、人為的な土砂供給は、自然状態における土

砂動態とは異なった粒径組成や量となる可能性があるた

め、土砂供給に伴う河床環境の変化やそれに対する生物へ

の応答を予測する技術が必要とされている9）、10)。生物の応

答が予測可能となれば、生物への影響を緩和する土砂供給

方法の検討に寄与できるため、総合土砂管理の円滑な実施

に繋がると期待される。 

土砂供給に伴う生物の応答に関する既往研究では、水産

有用魚であるアユについて、石礫の露出高（砂面から石礫

の天端までの高さ、図-8）と縄張りアユによる利用の有無

との関連を調べた結果、縄張りアユによって石礫が利用さ

れるためには、60～100 mm程度の露出高が必要と推定され

た11)。さらに、大型実験水路での選択実験の結果を考慮す

ると、50 mm程度の露出高が閾値の目安になると考えられ

ることが報告されている11)。上記の石礫の露出高は、粗い

粒径の石礫で構成された河床に細粒土砂を供給した場合、

供給量の増大とともに石礫間の砂面の高さが上昇するこ

とで減少する12)。このため、露出高は、ダム下流の現場に

おいて、土砂供給による河床環境への効果を定量的に捉え

ることのできる指標の一つとなりうる13)、14)。以上の知見は、

近年公表された「総合土砂管理計画策定の手引きver1.0」

の中で、アユなどの水生生物の生息に適した礫床環境の保

全の観点から、目標通過土砂量の設定に関する参考事例に

も挙げられている15)。 

しかし、露出高を現場で測定する場合、水深の浅い箇所

を除いて、潜水目視が必要となる。潜水目視は長時間を要

する高コストの観測方法であり、広範囲にわたって個々の

石礫の露出高を測定する作業は膨大なため、実践的な手法

とはいえない。そこで本研究では、露出高をより広域的に

捉えること、およびモニタリングの低コスト化を目的とし

て、現場で測定しやすく、過去のデータの蓄積も多い河床

粒径分布のデータから露出高を簡易的に予測する手法（モ

デル）を開発する。さらに、開発したモデルの精度の確認

を目的として、現場の露出高の観測値とモデルで予測した

値（モデル値）と比較した結果を報告する。本研究の内容

の詳細、すなわち、モデルの仕組みおよびモデルの現状の

精度および適用範囲については、宮川らの論文を参照され

たい13)、16)。 

3.1.2 露出高の簡易予測手法の開発 

本項では、開発した石礫の露出高を簡易的に予測する手

法の仕組みについて説明する。本項は、宮川らの論文13)を

再構成・簡略化して報告したものである。 

本手法では、現場の河床材料の粒径および中心点の位置

が一様でないことから生じる河床の凹凸、すなわち露出高

の分布を正規分布と仮定し、河床表層における石礫の鉛直

方向の配置を確率密度関数を用いて設定した。一方、現場

の石礫の状態について、モデルの簡略化を目的に2つの仮

定を設定した。ひとつは、現場では多様な形状を有する石

礫を一律の扁平率を有する楕円体と仮定し、この扁平率を

0.5に設定した17)。もうひとつは、現場の石礫の長軸と河

床地盤との間の傾斜角は様々で覆瓦構造をなしているが
18)、本研究ではこの傾斜角を一律0°（石礫の長軸が概ね

河床面と平行）と仮定した。これらの設定のもと、本項で

は段階的に、(1)単一粒径の河床を想定した露出高の予測

手法、および(2)混合粒径の河床を想定した露出高の予測

手法を説明する。 

単一粒径下において河床表層に並ぶ石礫を横断的に見

たとき、河床表層に並ぶ石礫の中心点の標高z（m）は、z

の平均値za（m）を中心に正規分布していると仮定すると

（図-9）19)、河床表層に露出する石礫の中心点の標高がz

 

図-8 石礫の露出高の定義 

露出高石礫

砂などの細粒土砂  

図-9 河床表層の石礫の分布の設定 

（村上ら、199219）の図をもとに作成） 
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（m）である確率P(z)は、確率密度関数の式を用いて次の

式で表される（式(1)）。 

ここで、σは標準偏差を表し、本研究では粒径の0.3倍

で設定した20)。また、石礫底部より下の部分の構造は表面

に露出していないことから考慮しないものとした。 

また、石礫の露出高x（m、>0）は、石礫の天端の標高zh

（m）と河床地盤の標高z0（m）との差（式(2)、図-10）と

なる。河床地盤の標高z0は、河床表層の石礫の底部の標高

zb（m）の平均値とすると式(1)と同じ確率密度関数で表さ

れる（式(3)）。すると、ある石礫の厚さをS（m）とした場

合（式(4)）、式(3)はzbとz0を消去し、露出高xを変数とし

た式(5)に変換される。最後に、露出高の平均値xaは、xと

露出高がxである確率P(x)（式(5)）との積を x > 0の範囲

で積分することで推定可能である（式(6)） 

 そして、混合粒径の河床においては、その組成を引用事

例の多いWentworthの粒径区分に基づき21)、巨石（256 mm

以上）、石（64 mm以上～256 mm未満）、および礫（16 mm以

上～64 mm未満）の3つに分類し、それぞれの河床表層中の

存在割合で表した。このときの巨石、石、礫の存在割合F(i)

をそれぞれF(1)、F(2)、F(3)とし、粒径が礫未満の砂・砂

利（16 mm未満）の存在割合はF(4)として本研究では石礫

の露出高の観測対象から除外した。そして、各粒径の石礫

は混合粒径下において粒径区分ごとに正規分布している

と仮定し20)（図-11）、粒径区分iごとに露出高がxiである確

率P(xi)および露出高の平均値xaiを算出し、最後にそれら

を存在割合F(i)で重みづけをして足し合わせることで、混

合粒径下における露出高Xの分布P(X)および平均値Xaを予

測した（式(7)、(8)）。 

3.1.3 簡易予測手法の精度の検証 

 前項で構築したモデルの精度を検証するため、現場の観

測値との比較を行った。対象地点として、矢作川（岐阜県

恵那市、愛知県豊田市）の矢作第二ダム下流（A）の2箇所

を選定した（図-12）。観測は2016年度に実施した。 

 はじめに、潜水目視によって、それぞれ約40個の石礫の

露出高を観測した。次に、前項のモデルを用いて露出高の

予測値を算出した。具体的には、各粒径区分の存在割合

F(i)を露出高と概ね同じ時期の水域における中部地方整

備局豊橋河川事務所によるコドラート調査をもとに設定

図-10 河床表層の石礫の露出高の分布状況 

 
 

図-11 混合粒径の河床表層における巨石、石、礫の露出高の

分布の設定 

 
図-12 石礫の露出高の観測地点 

  （矢作第二ダム下流 土砂供給地点の上下流、A地点:上

流側、B地点：下流側） 

 (7) 

 (8) 
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した（表-4）。次に、礫、石、および巨石の代表粒径を、

それぞれ40、160、280 mmとした。すると、石礫の扁平率

を0.5に設定していることから、礫、石、および巨石の厚

さの代表値Siは、それぞれ20、80、140 mmとなる。最後に、

式(7)、(8)から各地点の露出高の平均値Xaと分布状況P(X)

を算出した。そして、各地点における露出高のモデルによ

る予測値を離散値である観測値と比較するため、両者のヒ

ストグラムを25 mmずつの階級で作成した。 

 この結果、A、B地点の露出高の平均値は、モデル値がそ

れぞれ80.3、82.1 mmとなり、観測値（78.2、93.1 mm）に

近い値となった（表-4）。さらに、各地点の確率密度関数

P(X)の結果を示す（図-13）。このP(X)をもとに作成した露

出高のモデル値のヒストグラムを観測値と比較した結果、

A地点における25～50 mmの区分で大きくズレが生じたも

のの、モデル値の分布形状は観測値に近いものとなった

（図-14）。ただし、正規分布によらない形状、例えばB地

点のような二峰性（0～100 mm および150～175 mm）の形

状となる場合は再現が不十分となることも示唆される。 

以上から、本モデルは露出高の平均値および分布を一定

の精度で予測できることが示されたといえる。しかし、本

研究における精度検証は、現状一水系の2箇所にとどまる

ため、ダム下流の河床における適用性について議論するた

めには、今後より多くの現場で露出高の分布状況を確認す

る必要があるといえる。このとき、現場で観測される露出

高が一般的に正規分布に近い形状を持つのか、またはそれ

以外の形状を持つ（二峰性等）のかについても確認が必要

といえる。 

3.2  大規模な土砂供給後における陸域の物理環境の変化

に関する報告 

3.2.1  調査目的 

ダムからの供給土砂は、洪水時に下流に流下し、その一

部が河床に堆積する22)。このとき、平水時に陸域である領

域にも冠水して土砂が供給されることから、土砂供給の影

響は陸域の環境にも及ぶと考えられる23)。土砂の堆積が陸

域の環境に及ぼす影響として、既往では植物群落の変化が

多く挙げられているが、河川の中流域を対象としたものが

多く24)、上流域に多いダム下流を対象とした研究はほとん

どない。一方、小渋ダム下流の陸域における調査から特定

の比高を選好する植物種が複数確認されており11)、供給土

砂の堆積により比高が変化し、ダム下流の植物群落に影響

を及ぼす可能性が示唆される。 

そこで、2016年度より排砂バイパストンネルが開通し、

トンネルからの土砂供給が開始された小渋ダム下流（長野

県、天竜川水系、小渋川、図-15）を対象に、ケーススタ

ディーとして、ダムからの供給土砂の堆積が陸域の環境に

及ぼす影響予測とその評価に関する研究に取り組んでい

る。2018年度は、小渋ダムにて大規模な土砂供給が実施さ

れたことから、土砂供給による陸域地形の変化について、

主に比高に着目し、これまでの経過をとりまとめ報告する。 

表-4 矢作第二ダム下流、土砂供給地点周辺における河床粒

径分布および露出高の平均値のモデル値と観測値 

A B
各粒径区分の存在割合F(i)
 巨石（i =1） 0.35 0.35
 石（i =2） 0.35 0.50
 礫（i =3） 0.15 0.05
 砂・砂利（i=4） 0.15 0.10
露出高の平均値（mm）
 モデル値 80.3 82.1
 観測値 78.2 93.1

 

図-13 矢作第二ダム下流の各調査地点における石礫の露出

高xの確率密度関数P(x) 

 

 
図-14 矢作第二ダム下流、土砂供給地点周辺における石礫

の露出高の観測値とモデル値のヒストグラム 

  （300 mm以上の値は300より右にまとめて示した） 
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3.2.2  方法 

ダムからの土砂供給の影響を最も強く受けると考えら

れる小渋ダム堤体直下の地点（ダム堤体から1 km下流）を

対象に、直線部と屈曲部の状況から、4本の横断測線を設

定し、その横断上の物理データを収集した（図-15）。 

はじめに、供給土砂による比高の変化の把握を目的とし

て、測線部の横断形状を計測した。具体的には、各横断測

線上の座標を、陸域、水域を含め、トータルステーション

（Trimble S3）にて測線の起点から1 m間隔で観測した。

同時に、比高の算出のため、水際の座標も測定した。調査

時期は、2016年8、11月、2017年6、11月、2018年の6、12

月の計6回である。バイパストンネルからの排砂は2016年

10月、2017年7、10～11月、2018年7、10～11月の計5回行

われている。このときの流下土砂量は、前4回は1回の放流

ごとに10,000～20,000 m3程度（小渋ダムの年間堆積砂量

（約245,000 m3）の約4～8％に相当）と推定されている一

方、最後の放流ではそれらの10倍以上となる200,000 m3程

度と推定されている（年間堆積砂量の約40～80％に相当）。

このため、2016年8月、2017年6月、2018年6月のデータは

各年度の土砂供給前、2016年11月、2017年11月、2018年12

月のデータは土砂供給後とした。 

次に、供給土砂の堆積による河床表層の変化の把握を目

的として、横断測線の基点から2 mごとに1 m四方のコドラ

ートを設置し、その中の河床の被度を観測した。このとき、

基点から最初のコドラートは、メジャー上で1.5～2.5ｍ、

メジャーの上下流に0.5ｍずつとった範囲とした。そして、

Wentworthの粒径区分に基づき21)、コドラート内の巨石（～

256 mm以上）、石（64 mm以上、256 mm未満）、礫（16 mm以

上64 mm未満）、砂利（2 mm以上16 mm未満）、砂（2 mm未満）

の被度（％）を目視にて観測した。観測時期は2016年8月、

2018年6月（土砂供給前）、および2016年11月、2018年12月

（土砂供給後）である。 

最後に、これらの横断上のデータから、土砂供給前後の

陸域の標高（比高）および被度の変化を比較した。このう

ち、被度の変化については、小渋ダム貯水池に堆積してい

る土砂の粒径は主に砂利および砂に区分されることから、

砂利と砂の被度で比較した。 

3.2.3  結果および考察 

小渋ダム堤体から1 km下流において、2016～2018年度の

計6回にわたり標高を観測した結果、2018年6月から12月の

期間で3測線とも陸域の標高が0.2～1.0 m程度まで大きく

上昇した（図-16）。また、2018年6月から12月の期間で水

際部が数メートルの規模で移動していたことが確認され

た（図-16、黒点線から赤点線の位置に変化）。2016～2018

 

 

 

図-16 小渋ダム堤体より1km下流における2016～2018年度の

横断測線上の標高の変化 

     （黒い点線部は水際部を表す。赤い点線部と矢印は

2018年度の大規模土砂供給後に変化した水際部を表

す。） 

図-15 2017年度の小渋ダム下流における陸域の調査・分析地点 
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年度で平水時の水位はほとんど変化していないことから、

この地点において2016年6月から陸域の比高が平均0.4 m

程度上昇していることが示唆される。既往研究では、この

地点で比高に対する植物種の選好性が異なり、比高が約

0.4 m高くなるごとに、選好性の高い植物種がフジ、スス

キ、カワラヨモギと変化することが事例的に報告されてい

る11)。このため、2018年度の大規模な土砂供給により12月

の調査の時点では植物種がほとんど確認されなかったも

のの、今後生育する植物種が土砂供給前とは異なる可能性

があるといえる。今後も同じ地点において、生育する植物

種の観測を継続する予定である。 

一方、同地点の砂利の被度を観測した結果、2016、2018

年度とも、L3を除く測線において、土砂供給後の方が供給

前よりも砂利の被度が平均10％程度増大する傾向であっ

た（図-17）。特に2018年度ではほとんどの観測地点で土砂

供給後に砂利の被度が供給前よりも増大した。この傾向は、

水際に近い地点ほど顕著であり、標高が増大した地点と概

ね一致することから、供給土砂の堆積により標高の増大お

よび河床の細粒化が生じたと推定される。また、砂の被度

についても、L4を除く測線において、砂利と同様、平均的

に増大するものの、水際よりも5～10 m程度離れた箇所で

増大が見られる傾向であった。 

 

 

 

 

図-17 小渋ダム堤体より1km下流における2016～2018年度の

横断測線上の砂利被度の変化 

     （黒い点線部は水際部を表す。赤い点線部と矢印は

2018年度の大規模土砂供給後に変化した水際部を表

す。L1の2016NOVはデータなし。） 

 

 

 

図-18 小渋ダム堤体より1km下流における2016～2018年度の

横断測線上の砂被度の変化 

     （黒い点線部は水際部を表す。赤い点線部と矢印は

2018年度の大規模土砂供給後に変化した水際部を表

す。L1の2016NOVはデータなし。） 
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これらの陸域での変化と比べ、水域では標高の変化が少

なかった。さらに、図-16～18の測線上における水域の砂

および砂利の被度は観測していないものの、大規模土砂供

給があった2018年度において、別の測線における水域の砂

利と砂の被度の和を今回の陸域のものと比較した結果、陸

域では土砂供給後に供給前と比べて10％程度上昇したの

に対し、水域では逆に10％程度減少する結果となった（図

-19）。この理由として、水域では例年よりも高流速の洪水

により、それまでに河床に堆積していたものも含め土砂が

下流に掃流されたためと考えられる。 

 以上より、小渋ダムでは排砂バイパスからの供給土砂が

河床に堆積し、標高の増大（およびそれに付随する比高の

増大）および河床表層の細粒化が促進されること、大規模

な土砂供給ではそれが顕著であることが確認された。この

うち、比高については、選好する植物種の変化を促す可能

性もあり、特にこの地域における希少種の選好性に関して、

比高との関係を今後解明する必要があると考えられる。 

 

4．土砂供給による水質のレスポンス 

4. 1  はじめに 

ダムの維持管理において、ダム貯水池に堆積する土砂は

大きな問題の１つであり、さまざまな排砂の方法が検討・

実施されている25)。排砂の方法として、採取した土砂をダ

ムの下流の河川に投入する場合、投入された土砂は河川の

土砂地形環境や生物相を改善させる正の効果が期待され

る。一方で、投入した土砂には、ダム貯水池に堆積した後

に吸着した化学物質が含まれるため、ダム下流の河川に投

入された土砂から溶出した化学物質が、その河川に生息す

る生物に影響する可能性が考えられる。そのため、土砂を

ダム下流の河川に投入する際には、供給土砂から溶出した

化学物質による水生生物への影響の可能性を評価する必

要がある。また、供給した土砂により、溶存酸素や濁度な

どの河川の水質項目が変化することで、河川に生息する水

生生物に影響を与えることが考えられる。 

本研究課題では、土砂供給が下流河川水質等に与える影

響項目（金属類、貧酸素等）について、室内外の試験等に

より水質の応答特性を把握するとともに、評価対象種につ

いて影響項目に関する毒性情報の収集や生物試験を実施

することにより、生態影響評価を行い、土砂供給に伴う水

域環境のレスポンスの解明と予測・評価技術の開発を目的

とする。 

 本研究で検討している土砂供給時における実環境を考

慮した化学物質による環境リスクの評価フローを図-20に

示す。過年度は、まず、マンガン、亜鉛、鉛、ヒ素の4種

の金属類を対象として、ダム貯水池の底質を用いた溶出試

験を実施して土砂供給時の河川水中濃度を推定し、その結

果を既報の有害性の文献情報から導出した有害性評価値

で除してハザード比を求め、生物影響の可能性を判定した
11)。次に、文献情報を用いた有害性評価では評価対象地の

土砂供給に伴う生態影響を適切に評価できないケースを

図-20 土砂供給時における実環境を考慮した化学物質に 

よる環境リスクの評価フローと今年度の検討点 

 

土砂供給時における実環境を考慮した化学物質の環境リスク評価

(c)  aとｂのうち小さい値を採用

H29年度の検討点

(a)

(e) dの値を

優先的に

採用し、

有害性

評価値

を決定

生物応答試験

現地環境を考慮した

急性毒性導出値

現地環境を

考慮した水生生物

(b)

(d)  

魚介類

急性毒性濃度

種別の急性毒性濃度

（種別の最小値）

代表値

種間の感受性差（種比）

餌生物

急性毒性導出値（餌生物）

属別急性毒性濃度

の最小値

属別急性毒性濃度

（属別の幾何平均値）

急性毒性導出値（魚介類）

急性毒性濃度

代表種と

その他の

魚介類種別

急性毒性濃度

の比較

今年度の検討点

Labile態水中の挙動を考慮した

水質モニタリング手法から

推定された環境濃度

水生生物への直接的な

影響が考えられる化学物質の存在形態
(ｆ)  

(g) ハザード

比の導出

図-19 小渋ダム下流の2018年度の土砂供給前後における砂・砂

利（< 16mm）の被度の和について、陸域および水域で平均

値を調査した結果 
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想定し、現地の環境を考慮した有害性評価値の導出フロー

を検討・構築して、ケーススタディーとして、矢作ダムに

おける土砂供給時のマンガンの有害性評価値の導出に適

用した11)（図-20のH29年度の検討点を参照）。 

今年度は、土砂が供給される下流河川水中の化学物質の

濃度をより的確に推定するために、水中の挙動を考慮した

水質モニタリング技術の構築を目的として検討を進めた。

金属類が存在形態により生物に及ぼす影響が異なる点26)

を踏まえ、水生生物が利用可能と考えられる形態、すなわ

ち、水生生物に直接影響を及ぼすとされる形態（以下、

Labile態）の濃度把握を試みた（図-20の今年度の検討点

を参照）。 

4.2  方法 

4.2.1 パッシブサンプリング手法について 

 過年度の研究では、土砂供給時における金属類の予測環

境濃度は、事前に採取した現場のダム貯水池の底質を用い

て室内溶出試験を実施し、そのデータをもとに土砂から河

川水への溶出率を推計した後に、算定しておいた河川流量

と土砂濃度を外挿して推定した。しかしながら、出水を伴

う土砂供給イベント時には、水量や土砂量の変動が激しい

ため、室内試験データ等の外挿をなるべく避け、実際に現

場でモニタリングすることで、河川水中の的確な濃度把握

を試みる必要があると考えられる。 

一方で、水中の化学物質濃度把握の際に一般的に行われ

る採水（グラブサンプリング、アクティブサンプリング）

は土砂供給イベント時には危険が伴うケースが想定され

る。さらに、リアルタイムで状況が変化する土砂供給を受

けた河川の現場環境を捉えるためには複数回の採水が必

要であることを踏まえると、グラブサンプリング手法の適

用には限界があると考えられる。 

以上の背景から、パッシブサンプリング、すなわち、捕

集剤を充填したサンプラーを水中に一定期間設置し、分析

対象物質を吸着させる手法に着目することとした。金属類

の形態別分析として実績のあるパッシブサンプリング法

には薄膜拡散ゲル（Diffusive Gradients in Thin-films、 

以下DGT）法27)がある。DGT法は固相抽出法の一種で、充填

した樹脂に反応速度論的にLabileな金属を吸着させる方

法であり、ゲル層を用いて水中での金属成分の拡散を制御

することでフラックスを求め、浸漬時間中の平均的濃度を

算出できる26)。また、採水や試料の前処理が必要なく、多

元素同時分析が可能であるという利点がある。 

本研究では上述の手法（以下、DGT-パッシブサンプリン

グ法）の適用可能性の基礎検討として、底質試料を使用し

て実験室内で模擬的に作成した濁水を用いて金属類モニ

タリング実験を行った。 

4.2.2 室内実験の方法 

 使用したDGTサンプラーと実験の様子を図-21に示し、実

施した実験の概要を表-5に示す。DGTサンプラーにはDGT 

Research社のLSNM Loaded DGT device for metals (A) in 

solution (cations)を用いた。このサンプラーは、孔径

0.22 µmのメンブレンフィルター、拡散ゲル層、そして充

填剤のChelex-100樹脂層の三層構造となっている。実験は

某ダムおよび周辺から入手した3種の土砂（貯砂ダム底質

（Run1）、ダム上流河川底質（Run2）、貯水池底質（Run3））

を用いた。土砂混合水の作成には、実験室で作成した超純

水（Milli-Q水）を用い、土砂投入濃度が37,500 mg/L-wet

となるよう調整した。これは、極端に大きな出水時を想定

した調査事例では、SS濃度が高い場合で数千-数万mg/Lで

あったという報告があり28)、DGTユニットの適用可能性を

検討するという観点から、SS濃度が極端に高い場合を想定

して設定したものである。なお、投入土砂は実際のイベン

ト時を模擬することを考慮して、乾燥操作等を避け、湿潤

図-21 使用したDGTサンプラーと実験の様子 
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状態で試験に供した。各土砂の含水率は貯砂ダム底質で

5.5%、ダム上流河川底質で6.9%、貯水池底質で18.9%であ

り、乾燥重量での投入量は35,437 mg-dry /L、34,912 mg-

dry /L、30,423 mg-dry /Lであったため、各々の実験結果

の比較が可能な範囲と考えた。実験時の水温は17.3℃

（Run3）~ 20.1℃（Run2）であり、後述のDGT-Labile態濃

度算出方法に従い、データ補正に使用した。 

 測定対象はAl、Mn、Fe、Ni、Zn、Pbの6種金属とし、サ

ンプラーを用いた24時間の平均的なDGT-labile態濃度の

算出に加えて、実験開始後の6段階（0、0.5、1、3、6、24

時間後）で採水をして総濃度とLabile態濃度の測定を行う

ことで、従来のグラブサンプリングにより得られるLabile

態濃度とDGT-labile態濃度との比較を行った。なお、実験

開始後0時間とは、厳密には攪拌直後という意味である。

土砂混合前の水試料中の濃度サンプラーは、マニュアルに

記載された方法29)に従いコンディショニングをした後に、

できる限り流水方向にWindowが向くように図-21の写真中

に示されたように取り付けた。 

4.2.3 金属類の分析方法 

 24時間経過時に実験系から取り出されたDGTサンプラー

は直ちに分解してゲル層を取り出し、マニュアルに記載さ

れた方法29)に従って、前処理した。各経過時間で採水した

試料は、マイクロウエーブ酸分解法で前処理したものを総

濃度測定用とした。Labile態測定用試料は、孔径0.45µmの

ニトロセルロースろ紙（GEヘルスケア ライフサイエンス

社製）でろ過して得られたろ液をキレート樹脂（MetaSEP 

CH-1、GLサイエンス社製）に通液し、硝酸で溶出後、ホッ

トプレート分解に供して前処理して測定に供した。全ての

前処理済み試料の測定においてICP-MS（X7CCT、 Thermo 

Fisher Scientific）を使用した。Sc、Rh、Biを内部標準

として装置導入前に添加し、回収率を算出して、測定値を

補正した。回収率（n = 45）はScで95.3%、Rhで82.7％、

209Biで81.5%であり良好であった。

4.2.4 DGT-labile態濃度の算出 

 水中のLabile態金属濃度は、DGT Research社のマニュ

アルに記載の通り、以下の式(9)～(13)に従って計算され

た29)。詳細について、以下に示す。 

 移動性イオンのゲル層通過フラックスJはFickの拡散第

一則により式(9)に従う。またDGT樹脂は無限にイオン態の

金属を吸着可能と考えた場合、水中と樹脂の濃度差は

と仮定される。拡散ゲル層とメ	ீ்ିܥ=ீ்ିܥ݀

ンブレンフィルターの厚さの合計を∆とおくと式(10)が

えられる。 

ܬ ൌ ܦ
ீ்ିܥ݀

݀௫
 

ܬ ൌ ܦ
	ீ்ିܥ

∆
 

ここで、 

  C DGT-Labile : 水中のDGT-Labile態濃度（ng/mL = μg/L）  

  D : 拡散係数（cm2/s） 

  dC DGT-Labile / dx: 濃度勾配 

  ∆g： 拡散ゲル層の厚さ（0.08 cm）メンブレンフィル 

ターの厚さ（0.014 cm）の合計値（0.093 cm） 

 さらに吸着されたイオンの総量はゲル層通過フラック

スJの積分値∬J dA dtあるため、DGT樹脂に蓄積された金

属量をM（ng）とおくと、M = JAtとなりゲル層通過フラッ

クスܬは式（11）で表される。また、DGT樹脂に吸着された

金属量Mは式（12）で表される。 

ܬ ൌ
ܯ
ݐܣ

  

ܯ ൌ
௨ሺܥ ܸ  ܸௗሻ

݂
 

ここで、 

  Celu：測定試料中濃度（ng/mL） 

  Vacid：測定試料作成時の溶液量（5 mL） 

用いたサンプラーにおいて、 

  A：ゲル拡散層の面積（3.14 cm2） 

表-5 実験の概要 

ID
土砂

試料種
試験水

土砂

投入

濃度

（mg-wet）

投入

土砂

含水率

（％）

攪拌器の

回転

速度

（rpm）

平均

水温

（℃）

実験

中の

pH

測定

元素

測定

形態

測定

時間

（h）

Run1 貯砂ダム底質 5.5 19.5 6.2-7.5

Run2 貯水池底質 6.9 20.1 5.0-7.7

Run3
ダム上流

河川底質
18.9 17.3 7.1-8.8

*この形態は24時間後のみ

Al,

Mn,
Fe,

Ni,

Zn,

Pb

0,

0.5,
1,

3,

6,

24

37,500
超純水

8L

DGT-labile態濃度*,

総濃度,

Labile態濃度

350
採
水
し
て
測
定

(12) 

(11) 

(10) 

(9) 
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  Vgel：樹脂の体積（0.16 mL） 

  fe：溶出係数（マニュアルに従い、統一的に0.8を採用） 

実施した実験条件において 

  t：DGT の浸漬時間（24h = 86,400 s） 

上記の仮定より式（13）によってCDGT-Labileが計算される。 

ீ்ିܥ ൌ
∆ܯ
ݐܣܦ

 

4.3  結果と考察 

4.3.1 総金属濃度の推移 

 実験期間中の総金属濃度の推移を図-22に示す。対象と

した金属類のほとんどが実験開始直後から総濃度が増加

し、24時間経過するまでにやや増加して、終了までには安

定する傾向にあった。ダム上流河川底質（Run3）のNiにつ

いては、比較的濃度変動が大きかったが、土砂中に存在す

るNi量自体が少なかったためであると推察された。実験終

了後の濃度を土砂試料種別に比較すると、6種全ての金属

で貯水池底質（Run2）が最も高く、Alが80,640 µg/L、Mn

が2,499 µg/L、Feが71,240 µg/L、Niが17 µg/L、Znが229 

µg/L、Pbが257 µg/Lであった。次いで濃度が高い傾向にあ

ったのは貯砂ダム底質（Run1）で、Alが18,520 µg/L、Mn

が819 µg/L、Feが36,200 µg/L、Niが6.5 µg/L、Znが109 

µg/L、Pbが31 µg/Lであり、Znを除いて2番目に高い濃度で

あった。ダム上流河川底質では、Alが5,614µg/L、Mnが191 

µg/L、Feが4,707 µg/L、Niが0.4 µg/L、Znが157 µg/L、Pb

が4.0 µg/Lであり、Znを除くと、他2種の停滞水域の底質

と比べて1~2オーダー程度濃度が低かった。Znは他の金属

と異なり、3つの実験での挙動に大きな違いがみられず、

金属の種類によって底質への蓄積のされ方が異なること

が示唆された。また、今回用いた貯砂ダムや貯水池の底質

の起源となる土砂が必ずしも使用したダム上流河川の底

図-22 実験期間中の総金属濃度の推移 
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図-23 採水測定法とDGT-パッシブサンプリング法で得られたLabile態金属濃度の比較 
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質由来とは限らないことを考慮する必要があるものの、停

滞水域であるか流水域であるかによって、底質への金属類

の蓄積のされ方が異なることが示唆された。 

4.3.2 採水測定法とDGT-パッシブサンプリング法の比較 

 採水測定法とDGT-パッシブサンプリング法で得られた

Labile態金属濃度をプロットしたグラフを図-23に示す。

なお、DGT-Labile態濃度はDGTサンプラーを試験環境に浸

漬していた24時間の平均的濃度である。比較対象である採

水実測したLabile態濃度については、試料採水の時間間隔

が異なることを考慮した平均値を算出して求めた。Run1で

はDGT-Labile態濃度はAlが293.4 µg/L、Mnが22.2 µg/L、

Feが14.8 µg/L、Niが1.8 µg/L、Znが76.1 µg/L、Pbが0.6 

µg/Lであった。採水測定値と比較すると各 4々7.3倍、37.5

倍、3.4倍、4.6倍、2.3倍、19.4倍であり、全体的に高い

傾向にあった。Run2ではDGT-Labile態濃度はAlが4.8 µg/L、

Mnが0.3 µg/L、Feが0.7 µg/L、Niが0.1 µg/L、Znが0.2 µg/L、

Pbが0.05 µg/Lであった。採水測定値と比較すると各 0々.2

倍、0.22倍、0.09倍、0.12倍、0.03倍、0.15倍であり、全

体的に低い傾向にあった。Run3ではDGT-Labile態濃度はAl

が31.8 µg/L、Mnが4.6 µg/L、Feが4.9 µg/L、Niが0.6 µg/L、

Znが66.4 µg/L、Pbが1.6 µg/Lであった。採水測定値と比

較すると各 3々.1倍、0.26倍、2.96倍、1.21倍、4.66倍、

8.12倍であり、全体的にオーダーが一致する傾向にあった。

全ての実験系で相関は得られていた。実験に使用した土砂

の種類によって採水実測値との大小関係が異なっていた

が、DGT Research社のマニュアルに記載のパラメーターが、

定常状態の流れを想定して与えられていることから、本研

究目的のように、流れが速く、土砂濃度が高い河川環境中

での適用の際には、室内試験によるキャリブレーションを

重ねつつ別途式を与えて補正する必要があると考えられ

た。 

4.3.3 DGTサンプラーへのLabile態金属捕集量の考慮 

 Run1～3では、DGTサンプラーを設置した装置から実測用

試料を採水したために、サンプラーへ取り込まれた分の

Labile態金属存在量を採水実測値で過小評価していた可

能性がある。そこで、Run1の条件からDGTサンプラーの設

置をしない点だけ変更した系で実験を行い、DGTサンプラ

ーの有無の影響を比較した。貯砂ダム底質を土砂試料とし

た場合の結果を図-24に示す。DGTサンプラー非設置系の採

水実測値は設置系（Run1）と比較して、Alで2.6倍、Mnで

27.9倍、Feで2.6倍、Niで1.2倍、Znで0.7倍、Pbで6.6倍と

なった。上記を踏まえ、Run1のDGT-labile態金属濃度をDGT

サンプラー非設置系で得られた採水実測Labile態金属濃

度と比較すると、Alで18.1倍、Mnで1.3倍、Feで1.3倍、Ni

で3.9倍、Znで3.4倍、Pbで2.9倍となり、相関関係が良好

に得られていることが示された。以上を踏まえると、より

正確な比較やキャリブレーションを行うためには、DGTサ

ンプラー非設置系を別途準備してデータ取りをする必要

があることが示された。 図-24 DGTサンプラーによるLabile態金属の取り込み 
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表-6 各実験系における総金属濃度に対するDGT-Labile態金属の存在比率

 

Al Mn Fe Ni Zn Pb

貯砂ダム底質(Run1) 293.4 22.2 14.8 1.8 76.1 0.6

貯水池底質(Run2) 4.8 0.3 0.7 0.1 0.2 0.05

ダム上流河川底質(Run3) 31.8 4.6 4.9 0.6 66.4 1.6

貯砂ダム底質(Run1) 1.4 2.5 0.0 28.4 64.2 1.8

貯水池底質(Run2) 0.0 0.0 0.0 0.8 0.1 0.02

ダム上流河川底質(Run3) 0.6 2.5 0.1 N.A 43.2 39.7

*DGT-labile濃度に対し、採水時間間隔が異なることを考慮した平均総濃度で割ることで算出

DGT-Labile

濃度

(µg/L)

 N.A. :算出不可

DGT-labile態

存在比率*

(％)
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4.3.4 総金属濃度に対するDGT-labile態の存在比率 

各実験系におけるDGT-Labile態金属の存在比率を表-6

に示す。なお、ダム上流河川底質を用いたRun3ではNiの測

定濃度自体が全般的に低く、ここでは算出不可とした。

DGT-Labile態金属の総濃度に対する存在比率が1%を超え

ていたのは、貯砂ダム底質（Run1）では、Al（1.4%）、Mn

（1.5%）、Ni（28.4%）、Zn（64.2%）、Pb（1.8%）でであり、

ダム上流河川底質（Run3）では、Mn（1.5%）、Zn（43.2%）、

Pb（39.7%）であった。貯水池底質では最も高い場合でも

Niの0.8%であった。金属の種類によって水生生物に直接影

響を及ぼすとされるLabile態の存在比率が異なることが

示され、ほとんどの場合で、Labile態として水中に溶出さ

れる金属の存在比率が低く、土砂中の金属存在量だけでは

生態リスクの評価が適切にできない可能性が示唆された。

また、Labile態としての存在濃度および存在比率が高い傾

向にあったZnについても、貯水池底質（Run2）では存在濃

度および存在比率が低く、供給される土砂によって金属類

の水中での挙動が異なることが示唆された。既報の調査報

告によると、底質中の粒度分布によって金属の蓄積量が異

なる30)とされているが、蓄積量だけではなく、Labile態の

存在比率に影響を及ぼす土砂の特性について検討するこ

とにより、土砂供給の下流環境中における生態リスクをよ

り的確に評価できる可能性がある。 

 

5．まとめ 

本研究では、土砂供給に伴う土砂・水質の動態、そして

土砂供給が陸域における生物および水域における生物に

及ぼす影響について調査を行った。その結果、以下のこと

が明らかとなった。 

○土砂バイパスのみで目標に達しない場合は技術の組合

せで供給量や河床変動量を目標に近づけることが可能

となることを示した。 

○土砂供給に伴う河床粒度変化を容易に把握するため、

UAVとAIを活用した河床粒度推定手法を検討し、現地粒

度分調査の代表粒径を良好に再現可能であった。 

○ダム下流の河床環境評価の指標となりうる石礫の露出

高の現場での計測は、潜水目視が必要で高コストである

ことから、確率密度関数および汎用性の高い粒径加積曲

線から露出高を簡易的に推定するモデルを開発した。矢

作第二ダム下流を対象として、このモデルによる予測値

を観測値と比較した結果、石礫の露出高の平均値および

分布形状が概ね近い値になり、モデルの一定の精度が確

認された。 

〇小渋ダムにおける土砂供給前後の標高および河床表層

の被度を観測した結果、大規模な土砂供給が行われた

2018年度において、陸域の比高の増大および河床表層の

砂・砂利の被度の増大が確認された。 

〇金属類6種（Al、Mn、Fe、Ni、Zn、Pb）を対象に、水生

生物に直接影響を及ぼすとされる形態（Labile態）のモ

ニタリング手法として、Diffusive Gradient Thin 

Films（DGT）-パッシブサンプリング法の適用可能性を

室内実験により検討した。その結果、スポット採水測定

で得られた濃度との間に良好な相関が得られた。 

〇底質への金属類の蓄積のされ方は停滞水域であるか流

水域であるかによって異なること、また、土砂供給に用

いる土砂によって、水中に溶出されるLabile態金属の存

在量および存在比率が異なることが示唆された。 
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12.3  自然エネルギーを活用した土砂管理技術の開発 

12.3.1  吸引管を用いたダムからの土砂供給技術に関する研究 

担当チーム：水工研究グループ（水理） 

研究担当者：石神孝之、宮川仁、宮脇千晴 

【要旨】 

本研究は、ダムにおける上下流の落差エネルギーを活用し無動力でダム堆積土砂を吸引し、ダム下流へ土砂供

給する「潜行吸引式排砂管」を開発することによって、適切な量と質（粒径）の土砂を制御しつつ必要とされる

河道区間に土砂を供給する新たな土砂運搬システムを実用化することを目的としている。平成30年度は、①塵芥

等の前処理システムの開発については、自然堆砂に含まれる大規模な塵芥等、潜行吸引式排砂管による吸引が困

難と考えられる物体について、水中における埋設物探査技術や水中施工技術の組み合わせによる効率的な前処理

システムについて検討した。その結果、埋設物探査技術については、あらかじめ土中数mに埋設した木材・石材

の反応を確認でき、埋設物エリアや量・大きさの特定は可能と判断できた。また、吸引困難な沈木を切削する新

たなアタッチメントを開発、その機能が確認できた。②潜行吸引式排砂管の吸引性能の向上方策の検討について

は、吸引部以外は主に国内の汎用品を用いるため安価に製作できる最大規模の300mm管が、落差2.4 m、延長20m

程度、バルブ全開等の条件で粒径0.1mm～2mm程度の土砂について平均土砂濃度約5%、約50m3/hの排砂が行える

能力を有することを確認した。管径300mmのシステム4系統で当初想定した小規模ダムの年堆砂量1万m3相当の

堆砂を約2日間の洪水で排砂できる見通しが立ち、国が推進するダム再生（堆砂対策による長寿命化）の方針に

貢献できる可能性を確認した。③現場に適した形での実用化に向けた検討では、次年度の実験の実施に向け、落

差10m超の砂防堰堤を利用した現地実験の施設設計を行った。 

 

キーワード：ダム貯水池、堆砂対策、潜行吸引式排砂管、吸引工法、水中施工技術 

 

1.はじめに   

国土形成計画（全国計画）等において、山地から海

岸までの一貫した総合的な土砂管理の推進等が謳わ

れている。ダムで土砂が捕捉されることにより、下流

の河床の粗粒化などの河床環境への影響が懸念され

ている。実用化されているダムからの土砂供給技術は、

下流河川の水域のみならず陸域の環境に影響を与え

るとともに、ダムにおける適用条件も厳しく貯水池運

用にも影響を与えることやコスト、労力、時間も多く

かかるのが現状であり、これらの影響を軽減して運用

できる土砂供給技術が確立されていない。このため、

下流河川の環境改善に必要とされる土砂を必要とさ

れる河道区間に運搬することを可能にする効率的、効

果的なダムからの土砂供給技術が求められている。 

そこで、土木研究所では、ダム貯水池の堆砂対策お

よびダム下流の流砂環境の保全・改善のために、より

広範囲な貯水池運用条件に適用可能で、経済的な土砂

供給手法として、ダムにおける上下流水位差によるエ

ネルギーを活用し無動力でダム堆積土砂を吸引する

フレキシブル管を用いた排砂手法(通称：潜行吸引式

排砂管(以下、吸引管))の開発を行っている。これまで

の検討により、巨石、塵芥や粘着性のほぼ無い砂礫は

小規模落差でも下流へ供給可能であることを確認し

ている 1)-3)。また、吸引管を用いて適切な量と質（粒

径）の土砂を制御しつつ下流河川の環境改善に必要と

される土砂を必要とされる河道区間に供給する新た

な土砂運搬システムの実用化することを目的に研究

を実施している。 

吸引管の構造を図-1に示す。フレキシブル管をＵ字

形状に折り返したような形状で、一方を取水口とし、

図-1 潜行吸引式排砂管の構造図 
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折り返し部（以下、吸引部（鉄製）の管底面に不透水

性のシートを貼り、吸引部の管底面等と上流部の管底

面に穴を設けて土砂の吸引口とする簡易な構造と

なっている。また、吸引管の操作イメージを図-2に示

す。まず、①吸引管を堆砂の表面に設置し、吸引管下

流のゲートを開くことにより、堆砂を吸引・放流する。

②堆砂はすり鉢状に崩れながら吸引され、吸引部は堆

砂中に潜行していく。吸引部が底面に達した後も土中

で吸引部と上流部の管底面に設置された穴から土砂

を吸引、すり鉢状に排砂され続け、③最終的には再び

堆砂の表面に吸引部が現れる仕組みを想定している。 

平成30年度の主な成果は次のとおりである。 

①塵芥等の前処理システムの開発については、自然

堆砂に含まれる大規模な塵芥等、潜行吸引式排砂

管による吸引が困難と考えられる物体について、

水中における埋設物探査技術や水中施工技術の組

み合わせによる効率的な前処理システムについて

検討した。 

②潜行吸引式排砂管の吸引性能の向上方策の検討に

ついては、吸引部以外は主に国内の汎用品を用い

るため安価に製作できる最大規模の 300mm 管が、

落差2.4 m、延長20m程度、バルブ全開等の条件で

粒径0.1mm～2mm程度の土砂について平均土砂濃度

約5%、約50m3/h の排砂が行える能力を確認した。 

③本技術の実用化に向けた検討については、落差

10m 超の砂防堰堤を利用する現地実験の施設設計

を検討した。 

 

2.塵芥等の前処理システムの開発  

2.1  ダム堆砂における塵芥等の実態の把握 

自然堆砂に含まれる大規模な塵芥等については吸

引管の吸引限界を超える種類・形状・大きさのもの

も存在している。そこで、ダム堆砂における塵芥等

の実態の把握を行った。既往の文献4)から、図-3に

示すように、堆砂形状毎に、堆砂過程、流入土砂の

粒度組成、貯水池規模、貯水池の特徴があり、この

特徴を踏まえて堆砂の前処理にあたって検討の必要

がある。また、図-4に示すように細かい粒径につい

ては、固結した状態は、吸引工法は適さない状態と

なっていることや図-5に示すように塵芥等が多く流

入した出水後の貯水池では塵芥等は網場や提体で集

中的に捕捉された後、出水後に回収作業が行われる

ものの、回収不能の場合は沈降し、堆砂上に堆積す

①土砂吸引前 ②土砂吸引中 ③土砂吸引後

断面図

平面図

図-2 潜行吸引式排砂管の操作イメージ 

図-3 貯水池堆砂形状の分類  

図-4 粘土・シルトを多く含むダム堆砂の状況  
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る。このため堤体上流部や網場設置付近に多くの塵

芥等が埋設されている可能性が高いと考えられる。 

2.2  吸引困難な塵芥等の前処理システムの検討   

過年度の調査から貯水池における塵芥等について

貯水池外への処分する場合、運搬可能な形状、大き

さにして分別している。このため、実際の前処理作

業においても塵芥等の分別作業が必要となると考え

られる。過年度までにおいては大成建設㈱が保有す

る水中施工技術T-iROBO UWの活用による大水深下で

の前処理手法を過年度に報告5)したが、本年度におい

ては浅水深における対応も含めて、図-6に示すよう

に水深別の前処理施工を整理した。この技術は、用

途に応じて水中作業機のアタッチメントを交換する

ことで様々な作業に適用できる利点がある。水深10m

よりも浅い場所については、バックホウ台船や水陸

両用バックホウなどを活用することで、T-iROBO UW

のような大規模な設備を必要としなくても安価に対

策が可能となることが分かった。 

また、吸引困難な塵芥等の前処理においては、図-

7に示すように、堆砂中に存在する異物をグラップル

等で除去して、堆砂を浚渫していくイメージである

が、グラップルで掴めないような巨礫等はブレー

カーで小割し、巨礫はスケルトンバケットで分級処

理、長尺の沈木はツインヘッダで切断する処理が必

要となる。そこで、大成建設㈱との共同研究で、効

率的に水中の沈木を切削する用途のアタッチメント

がないことから、沈木切削作業を効率化するツイン

ヘッダ型の新たなアタッチメントを開発した6)。 

また、前処理は、湖底に埋没する沈木等の処理に

より水中作業効率が大きく低下するため、これら障

害物の埋没量を事前調査で把握し、沈木等が集中す

るエリアを避けることが求められる。このため海底

調査で実績のあるパラメトリック音波探査装置（サ

ブボトムプロファイラー）による堆砂内の巨石、沈木

の探査実験、検出調査を行い、実用性を検討した7)。

図-6 水深別前処理施工イメージ 

図-5 ダム提体まで到達した塵芥等の状況  
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2.2.1  沈木切削アタッチメントの検討 

①ツインヘッダのピック形状 

ツインヘッダは、切削ピックが配列されたドラム

を回転させて、対象物を掘削する機械であり、ピッ

クは対象用途によって形状が異なる。メーカーが提

供する標準ピック型式には、岩盤用としての丸ピッ

ク、コンクリート用としての平ピック、根株処理用

ピック等がある。平ピックや丸ピックは刃先（ビッ

ト）が切削面に鋭角点で接触するので、比較的硬い

材質の切削に適しているが、木材の切削ではピック

が切削面を滑ってしまい、切削効率が低いと考えら

れた。一方、根株用ピックは、対象物が比較的軟ら

かいので、ビットが根株に線状に接触して切削する

が、土中に硬い礫等があるとビットが損耗・破損す

る課題があった。今回対象とする沈木は、比重が水

より重く、根株より硬いと想定されたため、新たな

ビット形状のピックを開発した。従来品との比較を

表-1 に示す。 

開発品のビット形状は、単一四角形として角点を

切削使用し、硬い材質に対応かつ回転使用でビット

交換作業の低減を図った。またすくい角を持たせる

ことで切削材への食い込み効果を期待したものであ

る。 

②実証実験 

開発したピックのビット性能を確認するため、従

来品（ビットA）と開発品（ビットB）を装着したツ

インヘッダにより、陸上および水中での切削試験を

行った。確認項目は、切削作業性、切削力を算出す

るためのベース機械（バックホウ）の油圧と油量の

測定、木材の破砕状況、ビットの摩耗状況とした。

水中切削試験では、木材を固定したベッセルを水槽

に沈め、水中の音響カメラで木材位置を確認しなが

ら切削した。水中切削試験状況を図-8 に示す。

図-7 沈木前処理作業イメージ 

表-1 従来品とピックとビット形状の比較 

図-8 水中切削試験状況 

図-9 ビットの塗装の剥がれ状況 

沈木除去 沈木切削 
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 ③実験結果 

切削時の作業性については、ツインヘッダでビッ

トを押し当てた際に生ずるリバウンドが、ビットA 

に比べてビットB の方が半分程度の回数に抑えられ

ることを確認し、ビットB の切削作業性が優ってい

ることがわかった。切削力については、刃先トルク

値で比較した。測定した油圧と油量から算出した水

中切削時の最大刃先トルク値はビットA が4.2kN・

m、ビットB が6.0kN・m であった。これらの刃先ト

ルク値から、ビットB はツインヘッダの回転力を効

率良く切削力に変換し、高トルクで切削しているこ

とがわかった。これは、ビットB の形状ですくい角

による木材への食い込み、掻き寄せ効果が大きく影

響したと推定される。木材の破砕状況については、

破砕木片の大きさや切削した破断面の観察を行った

が、両者に大きな差は見られなかった。ビットの摩

耗状況については、試験時間が短かったことから大

きな差は見られなかったが、ビットの塗装の剥がれ

状況（図-9）からは、ビットB がより深い送り量で

切削していることがわかった。 

これらの結果から、今回開発したビットB がビッ

トA よりも沈木の切削効率が高いと判断できた。 

④まとめと今後の検討 

開発した沈木切削用ピックを用いることで、効率

的な切削作業ができることを実証実験により確認で

きた。今後は、ピックの数や配列、ドラム径の小型

化等の改良を加えることで、さらなる効率化が図れ

ると考える。 

2.2.2 埋設物探査システム（サブボトムプロファイ

ラー）の検討 

① 使用機器の特徴 

ダム湖の堆砂物は砂礫であり、海底の泥土に比べ

て音波透過性が低下する。また鋼材等に比べて物質

密度が小さく柔らかい木材を探査対象とするので、

高い解像度と位置精度を備えた小型船に搭載できる

機器が必要条件となる。このため、パラメトリック

方式の独イノマー社製SES2000地層探査システムを

採用した。パラメトリック方式とは、一次周波数と

それとわずかに異なる周波数の音波を同時発信する

ことで、2 種類の音波が互いに干渉し合い、新しい

周波数（二次周波数）の音波を発生させる方式で、

測探と地層探査を同時に実施できる。二次周波数で

は低周波で湖底下を浸透し、地層境での音響反射に

より高分解能な地層データを取得できる。また一般

的な浅海用音波探査機の発振角度がワイドビームで

あるのに対し、本機はナロービームであるため、変

換器（トランスデューサ）直下で従来生じた擬像が

なくなり、鮮明な記録の取得ができる。カタログ性

能では、海底探査深度が最大40m で、地層分解能は

5cm 程度である。本機による音波探査イメージを図-

10に示す。 

② ダム湖での埋設物探査実験（実験概要） 

実験は天竜川水系片桐松川にある片桐ダム（長野

県管理）で行った。探査対象物として3 種類の試料

（木材×3 ヶ所、H 型鋼材×3 ヶ所、石材×2 ヶ

所）を渇水期水位低下時期に湖底下1m 程度の位置に

埋設し（図-11）、翌年の洪水期満水位時に音波探査

を行った。 

③ 調査方法 

埋設範囲（10ｍ×20m、水深5m 程度）に試料の真

図-10 サブボトムプロファイラー探査イメージ図 

図-11 試料の埋設状況写真（水位低下時） 

図-12 埋設物調査の航跡図 
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上を通過する測線を左右岸及び上下流方向に設定

し、機材を艤装した調査船が船速3 ノット以下の低

速で測線上を航走して音探調査した（図-12）。なお

事前に記録収録状況（透過深度・解像度）を確認し

ながら周波数や波長、感度の調整を行い、本実験で

は8kHz を最適周波数として設定した。 

④音波探査結果及び解析 

取得した記録は、専用解析ソフトを使用して解析

処理を行い、反射面の連続性や反射パターンなどを

解釈した後、埋設した試料（鋼材・木材・巨石の反

応点）の抽出を行い埋設物の推定を行った。 

図-13 は、地層境界の反射面など連続性のあるも

の以外で不規則な反応を示す記録（以下、反応点）

を抽出して位置をプロットし、実際に試料を埋設し

た位置との比較を行ったものである。反応点の抽出

結果に多少のばらつきが認められものの、概ね各試

料上に反応が集中していることがわかる。また反応

点の数は埋設物の大きさに比例し、埋設物が大きい

ほど反応点の数が多くなる傾向が認められた。 

図-14は、図-13 中の矢印横断方向の取得記録と

各試料埋設位置での反応点比較では、反応点の形状

の違いは認められたものの、音波による試料種別で

明確な反応の違い（音圧値など）や特徴を確認する

ことができなかった。また各試料上で周波数を変化

させて取得した記録では、鋼材や石材は周波数を変

化させても反応点深度に変化は認められなかった

が、木材の反応点深度は、周波数を低くすると、深

度が徐々に深くなる傾向が認められた。 

⑤まとめと今後の課題 

パラメトリック音波探査装置を用いることで、埋

設物の検出及び位置を概ね特定することができ、ダ

ム湖の埋設物探査に利用できる可能性があることが

わかった。一方、木材と鋼材、石材の反射パターン

や音圧値に明瞭な差は認められず、また周波数の変

化による反応点深度の傾向に違いが見られたもの

の、実際の調査で沈木を特定するのは難しいことが

わかった。今回の実験では埋設深度が1m 程度のご

く浅い部分の探査実験であり、埋没深度が深い場合

でも今回と同様に検知できるかは今後の課題であ

る。また今回は検出解像度を重視して超音波ナロー

ビームを使用した探査を行ったが、1回の探査範囲

が狭くなるため、広範囲なダム湖探査を行う上で

は、ワイドビームによる概略探査との組み合わせ等

を検討する必要があることがわかった。 

 

図-13 反応点の抽出結果と埋設試料との位置比較 

図-14 各試料の反応の比較 

図-15 実験施設概要図 

（断面図） 

（平面図） 

0.8
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3.吸引管における吸引性能の向上の検討 

3.1 管径100mmによる検討 

3.1.1検討方法 

実験は図-15 に示す水槽で実施した。使用した排

砂管は、内径100mmの管路で、吸引部底面に直径50mm

の土砂吸引口を 7 個、上流管底面に直径 50mm の土

砂吸引口を250mm間隔で12個配置したものである。

土砂を水槽内に床板から約 2.1m の高さまで投入し

た後、排砂管を土砂表面上に設置し、この高さを初

期河床高（吸引部深度0m）とする。排砂管と水槽外

の管径100mmの塩化ビニル管を接続し、さらに下流

に後述する図-16 に示す新たに開発した流量および

土砂濃度を計測する流量・土砂濃度計測装置（以下、

土砂濃度計測装置）、管終端部に止水バルブ（スルー

スバルブ）を設置した。水をポンプで水槽内に一定

流量で給水し、余水吐からの越流により実験中は貯

水位をほぼ一定とし、管終端部との水位差を約2.6m

確保する。管終端部は床板から 0.8m に位置してお

り、吸引部が床板に到達すると管終端部よりも低く

なる。 

使用した土砂は、図-17 に示す粒度分布で粒径

0.1mm～2.85mm で構成される平均粒径で 0.55mm の

混合粒径砂を用いた。なお、本研究で言う土砂濃度

とは、土砂の土粒子の実質部分の体積と土砂混じり

の水の体積から求まる空隙なしの(1)式で示す体積

土砂濃度を指す。 

ܥ           ൌ ௦ܸ/ܸ                  (1) 

ここにܥ:空隙無体積土砂濃度、 ௦ܸ:土粒子の実質

部分の体積(m3)、ܸ:土砂混じりの水の体積(m3)を表

す。 

実験は、バルブを全開にして開始し、表-2に示す

4ケースの条件で実験中は表-3の項目を常時監視し

て計測し土砂濃度と管内流速の関係などを分析す

る目的で実施した。ケース1とケース2は吸引部を

クレーンで吊り下げて位置を管理し、ケース3は吸

引部をクレーンで吊り下げず、ケース4は図-18 に

示すように、他ケースよりも管長を長くし、クレー

ンで管を吊り上げ、サイフォンを形成させて吸引部

はクレーンで吊り下げずに実施した。  

実験終了は吸引部の深度が概ね床板に到達し、吐

口から排出される土砂濃度が概ね 1%未満となる条件

とした。なお、ケース4では管閉塞の可能性を確認す

る目的で実験途中にバルブ操作も行った。以上から土

砂濃度計測装置の有効性と土砂濃度と管内流速の関

係などを分析した。 

3.1.2  検討結果 

①土砂濃度計測装置の開発 

これまでは吐口から排出される土砂濃度（以下、排

出土砂濃度）の計測は吐口部での人力による直接採取

により計測していたため頻度の高い計測が困難で

あった。そこで、図-16の赤で示す、アクリル管と両側

0
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90

100

0.01 0.10 1.00 10.00
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百
分
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％

）
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図-16 流量・土砂濃度計測装置と止水バルブ 

図-17 実験土砂の粒度分布 

表-3 実験計測項目 

表-2 実験条件一覧 

計測項目 計測方法 計測間隔

水槽内水位 水位計 1秒間隔

吸引部深度 水位計 1秒間隔

電磁流量計 1秒間隔

吐口部で直接採取（（バケツ）　2秒～5秒程度/回） 随時（様々な土砂濃度に配慮）

計測区間の荷重を荷重計で計測 １秒間隔

吐口部で直接採取（（バケツまたは採砂ネット　2秒～5秒程度/回） 随時（様々な土砂濃度に配慮）

流況 アクリル管内の土砂移動・堆積状況をビデオ撮影・観察 連続

流砂量

管内流量

単位(mm) 

（1900） 

吸引部等操作方法
管長
(m)

清水時管内流速
（m/s）

ケース１
吸引部位置を段階的に管理する
※土砂濃度がほぼ0%となったことを確認し概ね30cm間隔で降下させる

15.8 2.8

ケース２
吸引部位置を連続的に管理する
※概ね土砂濃度5%を維持する

15.8 2.8

ケース３ 吸引部位置を管理しない 15.8 2.8

ケース４
吸引部位置を管理しない
サクションホース管をクレーンで吊り上げサイフォンを形成

28 2.3

（1900） 

図-18 ケース4のサイフォン形成時のイメージ  
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のフレキシブル管で構成するフレキシブル区間(以下、

濃度計測区間(合計1.9m）)の重量を荷重計で計測する

ことで、リアルタイムで管内の土砂濃度（以下、管内

土砂濃度）を取得可能とし、管内の状態によって排出

土砂濃度を推定可能とする手法について、ケース1～

ケース4の実験を通じて検討した。具体的には、濃度計

測区間の清水のみと土砂混合時の重量の差分から(2)

式により管内土砂濃度に換算、電磁流量計も併設して

管内流量を計測し、水平管路の土砂輸送の状態（管内

流速と管内土砂濃度）を秒単位でほぼ同時刻に自動取

得できる仕組みとし、さらに、長さ1mのアクリル管内

の土砂の堆積状態などの流況を目視観察することで、

後述する補正により排出土砂濃度を推定できる装置

を検討した。 なお、精度検証のため、吐口部ではこれ

までどおり人力により排出土砂を直接採取し(2)式で

排出土砂濃度も算出し、土砂濃度計測装置から得られ

る値との比較を行い、精度を確認した。  

1ܥ ൌ
WషWw

ഐೞషഐೢ

Vw
                  (2) 

ここに1ܥ:管内土砂濃度または排出土砂濃度、	W:土

砂混合時の荷重(g)、	Ww:水のみの荷重(g)、	ߩ௦:土砂

の密度(g/cm3)、 ߩ௪:水の密度(g/cm3)、	Vw:濃度計測

区間体積または直接採取時の容器体積(cm3)を表す。 

一般的にスラリー輸送においては、流体と固体粒子

の速度に差異があるため管内土砂濃度と排出土砂濃

度が異なる8)。 流動状態では、流速が大きいと均質流

(浮遊流)となるが、流速の低下とともに、下層が高濃

度となる不均質流、下層に摺動層が生じる摺動流、下

層に堆積層が生じる堆積流へと変化する9)。 また、摺

動流と堆積流の境界流速は堆積限界流速と定義され

ており、代表的なDurandの堆積限界流速10)の(3)式が

ある。 

ݒ           ൌ ሺsെܦඥ2݃ܨ 1ሻ            (3) 

 ここにݒ:堆積限界流速(m/s)、ܨ:粒径と土砂濃度

で決まる定数(図-19)	݃:重力加速度、D:管径(m)、	s:

土粒子比重を表す。 

使用した粒径0.1mm～2.85mmの土砂濃度2%～15%の

範囲の堆積限界流速は、1.4m/s～2.7m/sの範囲となる。 

また、図-20に全ての実験ケースを通じた吐口部で

の直接採取による排出土砂濃度と同時刻の土砂濃度

計測装置の荷重計値の関係を示し、(2)式の関係も示

す。なお、本稿では既往の文献12)を参考に土砂混入に

伴う流量計測への影響は小さいとして電磁流量計の

値を断面積で除した値を管内流速とした。流速2m/s以

上は(2)式と直接採取値が概ね一致する。一方、流速

2m/s未満は直接採取値が(2)式の値からかい離した。

管内土砂濃度と排出土砂濃度が概ね流速2m/sを境に

異なることが確認でき、流速2m/sは前述のDurandの堆

積限界流速と同程度の値となったことから堆積層を

形成する境界速度とした。次に、流速2m/s未満の場合

の排出土砂濃度の計測について堆積厚を考慮する手

法を検討した。図-21に実験中のアクリル管内の流れ

の様子を示す。土砂の堆積状態等を確認したところ、

概ね流速2m/s以上では、管の下層で土砂が摺動する摺

動流となっており、管内土砂濃度と排出土砂濃度が異

なると考えられたが、前述のとおり(2)式と直接採取

値が概ね一致したため(2)式の値を排出土砂濃度とし

た。概ね流速2m/s未満では管底部が完全に土砂が堆積

し堆積流となっていた。このため流速2m/s未満は流況

観察から堆積厚を計測して(4)式により堆積厚に相当

する土砂の断面積を計算し、(5)式により堆積土の空

摺動層 

図-21 アクリル管内の流れの様子  

管内流速1.8m/s土砂濃度23.4%の様子（ケース3）  

管内流速2.1m/s土砂濃度15.7%の様子（ケース1）  

管内流速2.6m/s土砂濃度1.0%の様子（ケース1）  

堆積層 

摺動層 

不均質流 

不均質流 

不均質流 

図-19 Durand式のܨ、粒径、濃度の関係
11)
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図-20 直接採取土砂濃度と土砂濃度計測装置荷重

との関係 
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隙率を考慮した土砂の断面積の比率を控除した流積

比（管断面積を100%とした値）を求め、流積比と管内

流速との関係を図-22に示す。  

S ൌ ܴ2 1ିݏܿ ቀ
ሺRିaሻ

ோ
ቁ െ ሺR െ ܽሻඥሺܴ2 െ ሺܴ െ ܽሻ2ሻ  (4) 

  Ra ൌ 100ሺ1െ ቀ
ሺ1ିεሻS

ோ2π
ቁሻ          (5) 

ここに、S:堆積断面積(cm2)、	R:管半径(cm)、	ܽ:堆

積厚(cm)、	Ra:流積比(%)、ε:空隙率(0.4)を表す。 

図-22に示す関係から近似式(6)式を算出して(7)式で

補正する排出土砂濃度を求めた。 

   Ra ൌ 32.47v＋35.06            (6) 

2ܥ	   ൌ
WషWwషሺ100షRaሻೃ2Lπሺഐೞషഐೢሻ/100

ഐೞషഐೢ

Vw
      (7) 

ここにv:管内流速(cm/s)、2ܥ:流速2m/s未満の排出

土砂濃度、		L:濃度計測区間(cm)を表す。 
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図-24 実験ケース毎の土砂濃度（土砂濃度計測装置と直接採取）と管内流速の時系列関係 

図-25 ケース4の吸引部の初期河床高からの深度と管の吊上げ高の時系列関係 

図-23 吸引部の初期河床高からの深度の時系列関係（ケース1～ケース4） 
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なお、ここでは流速2m/sを流積比100%としている。  

ケース毎の吸引部の初期河床高からの深度の時系

列関係を図-23に、図-24にケース1からケース4の土砂

濃度計測装置において(2)式のみから算出した管内土

砂濃度、管内流速2m/s以上を(2)式、管内流速2m/s未満

を(7)式により算出した排出土砂濃度、吐口で直接採

取した排出土砂濃度および管内流速の時系列関係を

示す。また、ケース4の吸引部の初期河床高からの深度

と管の吊上げ高さ（貯水位基準）の時系列関係を図-25

に示す。土砂濃度計測装置から算出された排出土砂濃

度と直接採取した排出土砂濃度が概ね合致し、土砂濃

度計測装置により排出土砂濃度が推計できることが

わかった。なお、本稿では堆積厚を目視計測し線形式

で補正したが、管径100mm、土砂粒径が0.1mm～2.85mm

などの今回の条件で適用できたと考えており、今後、

管径や粒径が異なる他の条件でも適用可能な補正方

法の検討を行っていく予定である。 

②管内流速と土砂濃度等の分析 

各ケースの管内流速と土砂濃度の時間的変化等に

ついては、図-23～図-25に示したとおりである。ケー

ス1は吸引部を概ね30cm間隔で降下させながら排砂し

た。降下中に土砂濃度が高くなると同時に流速が低下

する現象が確認された。吸引部の位置が初期河床高か

ら1.8mとなった5.7時間後の降下では水槽内に形成さ

れるすり鉢状の土砂崩壊形状が大きくなったため吸

引部を30cm降下させただけでも崩落土砂量が多くな

り、約23%程度の土砂濃度が計測されたものと考えら

れた。ケース2はリアルタイムで土砂濃度が概ね5%を

維持するように監視しながら連続的に吸引部を操作

して降下させた。急激な土砂濃度の上昇や流速の大き

な変動は見られず安定的に排砂ができた。ケース3は

吸引部を制御せずに排砂した。実験初期に吸引部が一

気に土中に潜行すると同時に土砂濃度も20%を超えた。

これは、吸引部の土砂吸引口の直下に土砂が存在し吸

引が容易であったためと考えられる。その後、概ね30

分から2時間の間は、吸引部が床板に着底し、管内流速

が1.5m/sよりも低下、土砂濃度は約15%を維持した状

態となった。これは、吸引部が土中に完全に埋没し、

吸引部あるいは上流管の土砂吸引口から土砂が吸引

されたためと考えられた。ケース4はケース3に比べて

管長を12.1m長くし、実験途中でサイフォンも形成さ

せた。管長の増加により損失が大きくなったため、管

内流速が低下し、吸引能力が低下、吸引部の潜行も

ケース3に比べて遅くなった。管を水面から約2.2m吊

り上げたサイフォン形成時には吸引量の低下も考え

られたが流速が大きく低下せず、排砂は順調に行われ

た。また全てのケースで排砂管が目詰まりや損傷する

こともなかった。 

また、ケース4では実験開始から5時間前後にバルブ

を閉める操作を行った。図-24の当該時間を拡大した

図を図-26に示す。バルブを閉じると流速が低下し、ア

クリル管内の土砂が沈降・堆積した。一方、バルブ付

近は開度を低くしても流速があるため土砂も流下し

管が閉塞する現象は見られなかった。これは今回の土

砂粒径であれば1つのバルブで運用が可能となること

が示唆された。 

土砂を含む管内の水の比重は、水のみより大きくな

るため(8)式で求められる。管内が土砂を含むため管

内の任意の位置における位置水頭（床板を基準とした

高さ：図-27を参照）と速度水頭は比重を考慮した(9)、

(10)式と表わすことができる。なお、圧力水頭は(11)

式となる。  

௦ߛ ൌ
ఘೢሺଵିሻାఘೞ

ఘೢ
            (8) 

ℎܪ ൌ γ௦൫ℎെܪ௨௧൯   ௨௧       (9)ܪ

௩ܪ ൌ γ௦
௩మ

ଶ
           (10) 

＝ܪ


ఘೢ
           (11) 

ここにγ௦:管内比重、	ܥ:土砂濃度、	ܪℎ:位置水頭

(m)、ℎ: 管の任意位置の高さ(m)、	ܪ௨௧:吐口部標高

(m)、	ܪ௩:速度水頭(m)、	ܪ:圧力水頭(m)、	:圧力(Pa)

を表す。 

ここで貯水位と吐口部の高さとの差で与えられる

有効落差を考えると、吸引部から吐口部までの土砂を
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含む水の存在を考慮し(12)式となる。さらに、管内圧

力が無い吐口部で、損失水頭（管内流速と比重の関係

式となると考えられることから(13)式と仮定）も考慮

したベルヌーイの定理を適用すると(14)式が成立す

る。この(14)式に(8)、(10)、(12)、(13)式を適用する

と、土砂濃度は(15)式で表わすことができる。 

ܪ		 ൌ ሺܪ െ ሻܪ  γ௦ሺܪ െ  ௨௧ሻ      (12)ܪ

ܪ    ൌ ݂γ௦
௩మ

ଶ
          (13) 

ܪ      ൌ            (14)ܪ＋௩ܪ

ܥ ൌ
ଶுିଶு

ሺ
ഐೞ
ഐೢ

ିଵሻ（௩మሺଵାሻାଶுೠିଶுሻ
െ

ଵ
ഐೞ
ഐೢ

ିଵ
    (15) 

ここにܪ:有効落差(m)、	ܪ:貯水位(m)、	ܪ:吸引

部標高(m)、	ܪ:損失水頭(m)、	݂:損失係数を表す。 

(15)式から土砂濃度は管内流速の2乗に反比例し、

吸引部の深度の関数となっていることが分かる。ケー

ス1からケース4のバルブを全開とした状態における

土砂濃度と管内流速の関係を図-28に示す。土砂濃度

が上昇すると、管内流速が低下する傾向が分かり、

(15)式の関係が現れたと考えられた。 

また、ケース1の吸引部深度毎の土砂濃度と管内流

速の関係を図-29に、ケース1の吸引部深度毎の管内比

重と速度水頭との関係を図-30に、ケース1の吸引部深

度と速度水頭の関係を図-31に示す。土砂濃度は、有効

落差によるもののほか、吸引部等の土砂吸引口周辺の

土砂の存在状況にも依存する。吸引部深度が2.1mの際

には、すり鉢状の崩壊形状がほぼ形成され、土砂吸引

口周辺にほとんど土砂がない状態となったため土砂

濃度が小さく、図-31の速度水頭の最大低下量は小さ

くなったと考えられた。このケースを除くと土砂濃度

や比重が上昇すると、管内流速が低下する傾向や、同

じ土砂濃度、比重であれば、吸引部の深度が大きくな

ると、管内流速、速度水頭が低下し、速度水頭の最大

低下量は大きくなる傾向が分かり、(15)式の吸引部深

度と土砂濃度の関係が現れたものと考えられた。また

土砂濃度、管内流速、管断面積の積を基に時間当たり

の吸引輸送量を算出し、管内流速との関係を図-32に

示す。ケース1からケース3では2m/s付近で時間当たり

の吸引輸送量が高く、ケース4では1m/sから1.5m/sで

高い。(15)式から管内流速が早すぎると土砂濃度が低

下する。一方で遅すぎると排砂量が低下する。このた

め時間当たりの吸引輸送量と管内流速の関係を確認

した上で排砂に最適な管内流速の検討が設計上必要

となると考える。 

以上から、排砂施設の設計にあたっては、吸引部の

深度と管内流速を考慮する必要であり、このことを踏

まえて設計手順を検討すると、吸引部の最深位置を検

討した後、最深部での目標土砂濃度を設定、その場合

の目標管内流速を検討し、目標管内流速以上の流速が

清水時に確保できる施設に設計していく手順になる

と考えられる。 

図-31 吸引部深度と速度水頭の関係（ケース1） 

図-29 吸引部深度毎の流速と土砂濃度の関係 

（ケース1） 

図-30 吸引部深度毎の比重と速度水頭の関係 

（ケース1） 

図-28 止水バルブ全開時の管内流速と土砂濃度

の関係 
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3.1.3  検討結果 

本研究の成果は次のとおりである。 

(a)排出土砂濃度の計測法について、新たに土砂濃

度計測装置を開発し、従来の直接採取による計

測値と概ね合致し、精度の高い装置となること

を確認した。  

(b)この装置を用い水位差が約2.6mの条件で管径

100mmの排砂管による4ケースの水理実験を行

い、土砂濃度が高くなると管内流速が低下する

関係やバルブ操作による管内閉塞は生じないこ

となどが明らかとなり排砂管の排砂能力を評価

するためなどに必要となる排砂管の施設設計に

向けた有用な知見が得られた。 

3.2 管径300mmによる検討 

本稿では、最大規模の試験実績を含めて、これまで

の試験実績を報告するとともに、排砂管の貯水池等へ

の適用に向けた今後の展開について紹介する。 

図-33に管径300mm排砂管を示す。吸引部以外は主

に国内の汎用品で安価に製作できる最大規模である。

図-34 に示す実験施設の水槽に、図-35 に示す混合粒

径砂を厚さ約2.1mで整形し、砂の上に管径300mm 排

砂管（吸引口径150mm）を設置、排砂管の下流には流

量・土砂濃度計測装置および止水バルブを設置した後、

給水して、一定の水位を保ち、管延長20m 程度、水位

差概ね2.4m、止水バルブを全開にして室内実験を実施

した（図-36）。図-37 に流量・土砂濃度計測装置で計

測した流出土砂濃度と堆砂面からの吸引部深さの関

係を示す。吸引部が1.5m 程度まで潜行した状況にお

いて流出土砂濃度が10％程度で排砂が行われ、実験開

始から約30 分で吸引部は水槽の床板に到達し、その

後は土砂濃度4％程度で排砂が行われ、概ね１時間で

排砂が完了した。図-38 に実験後の水槽内の様子を示

す。すり鉢状の土砂崩壊形状が形成されていることを

確認した。この結果から排砂管が平均土砂濃度5%程度、

約 50m3/h で排砂が可能な能力を有することが確認で

きた。今後、現場条件での検証は必要だが管径300mm 

を4 系統とすれば1万m3 相当の堆砂を約2 日間の洪

水で効率的に排砂できる見通しとなり、この規模であ

ればダムの堆砂対策として十分な機能が発揮できる

と考えられる。
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図-33 管径300mm潜行吸引式排砂管 
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 また、表-413)にこれまでの試験実績を整理した。落

差は1.6mから3.3m、管内流速は2.3m/sから3.7m/s、

管長は約10mから40m未満と比較的小規模な施設にお

いて排砂可能粒径は0.1mmから吸引口径の規模が吸引

できており、平均的な土砂濃度５%が最大で確保でき

ることを確認してきている。 

3.3 ダム下流の環境に配慮した土砂供給方法の検討 

流入土砂を下流河川に土砂供給するものとして堆

砂対策をとらえると、図-39 に示すダムがない場合の

Q-Qs（流量-流砂量）の流量に応じた流砂量の通過のイ

メージと同様に、ダムがある場合でも洪水調節後の放

流量に応じた流砂量がダムから供給されることによ

り、流入してきた土砂をできるだけダムに堆砂させる

ことなく通過させて、下流河道にとっても流下可能な

土砂が供給されることが理想と考えられる。このこと

を基本として定性的に現在の堆砂対策を単独の対策

で評価すると、図-39 に示すような特徴があり、一つ

の手法のみでは堆砂対策として十分とはならないこ

とがある。図-40 に吸引工法の出水時の下流への流砂

量イメージを示す14)。 

吸引工法はバルブの操作だけで貯水池の運用に左

右されずに柔軟に土砂供給が可能となることが特徴

である。 

このため、既存の技術に加えて、吸引工法を含む複

数の手法を組み合わせれば、図-39 に示した理想的な

流砂量に近づけられると考えられる。 

今後は、本研究の知見を踏まえ実用規模と考えられ

る管径300mmについて検証しながら粒径、吸引部深度、

管内損失なども考慮した施設設計法を確立してまい

りたい。 

 

４．吸引管による土砂供給技術の実用化 

平成 30 年度においては、吸引管のダムへの適用に

向けて、過年度の研究成果15)を基に、高落差条件での

施設設計に向けた現地実験について検討した。実際の

ダムに近い現場条件での落差10m超の砂防堰堤を利用

した現地実験の施設設計を実施した（図-41）。 

実験計画において、管内圧力調査、管内流量調査、

吸引部の鉛直位置調査、水位調査（上下流水位差）、流

況調査、濁度調査、排砂量調査、排砂材料調査、流速

調査を実施することとしており、現場での活用できる

知見を収集する予定である。 

また前処理後の現地土砂等を用い、吸引可能な落

差・管延長・土砂粒径等の関係を分析できる実験を予

定。吸引工法の適用可能性ついて確認。土砂バイパス

の補助工法としての活用方法を検討し、設計手法を確

立する。 

 

５.まとめ 

以上、平成 30 年度において検討し、得られた成果

は次のとおりである。 

① 塵芥等の前処理システムの開発については、自

然堆砂に含まれる大規模な塵芥等、潜行吸引式

排砂管による吸引が困難と考えられる物体に

ついて、水中における埋設物探査技術や水中施

工技術の組み合わせによる効率的な前処理シ

ステムについて検討した。その結果、埋設物探

査技術については、あらかじめ土中数mに埋設

した木材・石材の反応を確認でき、埋設物エリ

アや量・大きさの特定は可能と判断できた。ま

た、吸引困難な沈木を切削する新たなアタッチ

メントを開発、その機能が確認できた。 

図-41 落差10m超の砂防堰堤を利用した現地実験

の施設設計の検討 

図-39 ダムの有無による出水時の下流の流砂量イメージ 

洪水調節後の
放流ハイドロ

時間

ダムから供給
する流砂量

流入ハイドロ 現状では量が少ない。
置き方によって土砂供
給のタイミングが変化。

貯水位低下後に
土砂が供給される。

トンネルの規模に依存。
洪水貯留をするとバイ
パス量が限定される。
初期投資が大きい。

排砂ゲート

土砂バイパス

置土

流入ハイドロ

時間

流砂量

ダムがある場合の流砂量

土砂供給の理想形の試案
ダムがない場合の流砂量

現在の堆砂対策

流入流量に応じた
流砂量

放流量に応じた
流砂量

図-40 吸引工法の出水時の下流への流砂量イメージ 

表-4 これまでの試験実績 

管径 吸引口径 場所 水位差 管延長
流速

（清水）
排砂時間

排砂量
（空隙込）

排砂可能粒径 時間当たり排砂量
排砂時流速
（概ね）

土砂濃度
(平均）

100mm 50mm

室内 2.6m 約16m 2.8m/s 約4.5時間 約30m3 0.1mm～2mm 約6.7m3/h 2.5m/s 5.66%

発電所
沈砂池

3.2m 約36m 2.3m/s 15分 約1.2m3
0.1mm～50mm
（長径80mm）

約4.8m3/h 2.2m/s 4.63%

200mm 100mm

穂高砂防
観測所

3.3m 約13m 3.7m/s 78分 約17m3 0.1mm～長径38mm 約13m3/h 3.7m/s 1.92%

高滝ダム
貯砂ダム

1.6m 約18m 2.4m/s 15分 約5.5m3
0.1mm～100mm
（長径140mm）

約22m3/h 2.3m/s 5.07%

300mm 150mm

室内 2.4m 約16m 3.4m/s 約1時間 約50m3 0.1mm～2mm 約50m3/h 2.7m/s 5.13%

高滝ダム
貯砂ダム

1.6m 約18m 2.6m/s 2時間 約21m3
0.1mm～150mm
（長径180mm）

約10.5m3/h 2.5m/s 0.99%
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② 潜行吸引式排砂管の吸引性能の向上方策の検

討については、吸引部以外は主に国内の汎用品

を用いるため安価に製作できる最大規模の

300mm管が、落差2.4 m、延長20m程度、バル

ブ全開等の条件で粒径 0.1mm～2mm 程度の土砂

について平均土砂濃度約 5%、約 50m3/h の排砂

が行える能力を有することを確認した。管径

300mmのシステム4系統で当初想定した小規模

ダムの年堆砂量 1 万 m3相当の堆砂を約 2 日間

の洪水で排砂できる見通しが立ち、国が推進す

るダム再生（堆砂対策による長寿命化）の方針

に貢献できる可能性を確認した。 

③ 現場に適した形での実用化に向けた検討では、

次年度の実験の実施に向け、落差10m超の砂防

堰堤を利用した現地実験の施設設計を行った。 

引き続き、より広範囲な貯水池条件に適用可能で、

経済的な堆砂対策手法として早期の現場への実装

に向け、吸引管技術が確立できるよう、検討を続け

てまいりたい。 
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